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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 236,738 281,868 301,944 247,734 207,536

経常利益 (百万円) 5,333 23,216 30,861 17,659 8,295

当期純利益 (百万円) 1,411 11,352 24,400 11,156 5,901

純資産額 (百万円) 91,950 120,137 141,686 146,456 148,617

総資産額 (百万円) 188,097 218,090 223,275 195,286 202,570

１株当たり純資産額 (円) 1,263.791,416.241,619.891,674.631,699.37

１株当たり
当期純利益金額

(円) 18.00 153.93 282.77 127.55 67.48

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) 14.95 129.73 278.96 ― ―

自己資本比率 (％) 48.9 55.1 63.5 75.0 73.4

自己資本利益率 (％) 1.6 10.7 18.6 7.7 4.0

株価収益率 (倍) 85.5 25.3 11.1 11.1 30.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 15,984 23,496 21,181 27,451 30,839

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,690 △15,070 △13,255 △13,180 △9,065

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,876 △5,094 △6,860 △6,968 △4,310

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 28,822 32,586 32,367 38,636 55,869

従業員数 (名) 46,704 48,746 44,295 32,175 36,821

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を表示しております。

３　第65期及び第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 226,493 269,589 290,019 238,410 198,233

経常利益 (百万円) 7,066 19,528 30,374 13,605 2,874

当期純利益 (百万円) 5,958 8,061 24,975 8,073 1,922

資本金 (百万円) 29,912 38,107 39,890 39,890 39,890

発行済株式総数 (株) 72,694,75284,853,47887,498,11987,498,11987,498,119

純資産額 (百万円) 92,115 115,364 141,051 144,745 143,616

総資産額 (百万円) 183,503 209,598 219,148 192,589 194,193

１株当たり純資産額 (円) 1,266.061,359.971,612.631,655.061,642.18

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
 
(円)

15.00
 

(―)

33.00
 

(―)

50.00
 

(―)

35.00
 

(―)

35.00
 

(─)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 80.57 109.31 289.44 92.30 21.98

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) 66.91 92.12 285.53 ― ─

自己資本比率 (％) 50.2 55.0 64.4 75.2 74.0

自己資本利益率 (％) 6.6 7.8 19.5 5.6 1.3

株価収益率 (倍) 19.1 35.7 10.9 15.3 93.1

配当性向 (％) 18.6 30.2 17.3 37.9 159.2

従業員数 (名) 2,656 2,660 2,919 2,921 2,927

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を表示しております。

３　第65期及び第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社は、昭和29年１月６日三美電機製作所(昭和34年11月ミツミ電機株式会社に商号変更)として設立さ

れましたが、株式の額面金額を500円から50円に変更するため、昭和24年４月16日設立の日昇金属株式会社

(昭和36年８月ミツミ電機株式会社に商号変更)を形式上の存続会社とし、昭和37年４月11日を合併期日と

して吸収合併されたものであります。

従いまして、以下の記載につきましては、実質上の存続会社であるミツミ電機株式会社(被合併会社)及び

主要な関係会社に関する事項について記載しております。

　

昭和29年１月 森部　一ほかが、東京都大田区雪ヶ谷に三美電機製作所を設立

昭和34年９月 東京都調布市国領町に調布工場を建設

　　　　11月 ミツミ電機株式会社に商号を変更

昭和35年９月 資本金を２億円に増資、東京店頭市場に株式を公開

昭和36年10月東京、大阪両証券取引所市場第二部に上場

昭和37年４月 株式額面変更のため、昭和24年４月16日設立の同名ミツミ電機株式会社に吸収合併さ

れ、資本金４億１百万円となる

昭和40年12月神奈川県厚木市に厚木事業所を開設

昭和41年２月 米国にMITSUMI ELECTRONICS CORP.(現・連結子会社)を設立

　　　　10月 東京、大阪両証券取引所市場第一部に指定替え

昭和44年７月 中華民国台湾省にTAIPEI MITSUMI CO., LTD. (現・連結子会社)を設立

　　　　11月 GBC(ドイツ無記名証書)方式による320万株の時価発行を行い、フランクフルト証券取

引所に上場

昭和46年７月 本店所在地を東京都調布市国領町八丁目８番地２に移転

昭和52年１月 ドイツ連邦共和国にDEUTSCHE MITSUMI GmbH(現・MITSUMI ELECTRONICS EUROPE GmbH、連結子

会社)を設立

昭和55年６月 フィリピン共和国にMITSUMI PHILIPPINES, INC.(現・連結子会社)を設立

昭和61年６月 香港に支店を開設

　　　　７月 シンガポールに支店を開設

平成元年１月 フィリピン共和国にCEBU MITSUMI, INC.(現・連結子会社)を設立

平成３年６月 中華人民共和国に珠海三美電機有限公司(現・連結子会社)を設立

中華民国台湾省台北市に支店を開設

平成４年３月 中華人民共和国に青島三美電機有限公司(現・連結子会社)を設立

　　　　４月 中華人民共和国に天津三美電機有限公司(現・連結子会社)を設立

平成14年10月中華人民共和国に呉江三美電子有限公司(現・連結子会社)を設立

　　　　11月 本店所在地を東京都多摩市鶴牧二丁目11番地２に移転

平成15年10月国内連結子会社４社(秋田ミツミ株式会社、山形ミツミ株式会社、ミツミニューテク株

式会社、栃木ミツミ株式会社)を吸収合併

平成16年12月北海道千歳市の千歳事業所が稼動開始

平成19年10月九州ミツミ株式会社を吸収合併
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３ 【事業の内容】

当社グループが営んでおります主な事業内容は、電気、通信機器の部品の製造販売であり、当社（連結財

務諸表提出会社）、連結子会社15社、持分法適用の１有限責任事業組合、持分法適用の非連結子会社１社及

び持分法非適用の非連結子会社２社により構成されております。 

当社グループの製品集計区分(以下、事業部門と記載)及び当社と関係会社の当該事業部門に係わる位置

付けは、次のとおりであります。
　
半導体デバイス

当事業部門におきましては、通信機器、デジタルAV機器、OA機器、測定機器など、あらゆる電子機器に必要

な各種半導体製品の製造・販売を行っております。主力製品としては、リセット用、電池関連用等の半導体

や携帯機器向けリチウム電池モジュールなどがあります。 

　今後につきましてはプロセス技術のさらなる強化、アナログ・デジタルのミックスシグナル製品の充実な

どにより、継続的な事業拡大を標榜してまいります。 

〔主な連結子会社〕

CEBU MITSUMI,INC.
　
光デバイス

当事業部門におきましては、これまで培ってきた光学技術やメカトロニクス技術を活用し、携帯電話、

ウェブカメラ、自動車関連機器などの市場にカメラモジュール、センサなどの製品事業の拡大を図っており

ます。今後につきましては、さらに超精密加工・組立技術の深堀りにより応用範囲を広げ、新市場・新分野

製品の創出を図り、事業の拡大を計画しております。

〔主な連結子会社〕

CEBU MITSUMI,INC.
　
機構部品

当事業部門におきましてはマイクロアクチュエータ、コネクタ、スイッチ、コイル、モータなどの基幹部品

から各種組立製品で構成されておりますが、デジタルAV機器、アミューズメント機器、自動車関連機器など

の市場で堅調な需要の拡大が見込まれます。

　その為、マイクロアクチュエータ、コネクタ、スイッチなどの基幹部品事業において精密加工・組立技術の

一層の深堀りを行い、小型・高性能で価格競争力のある新製品を継続的に市場投入することにより事業の

拡大を図っております。

〔主な連結子会社〕

CEBU MITSUMI,INC.、青島三美電機有限公司、珠海三美電機有限公司
　
高周波部品

当事業部門におきましては、当社の得意とする高周波技術を利用した製品群で、テレビ・ラジオ用チュ－

ナ、GPS・衛星放送用アンテナ、ワイヤレスモジュールなどの製品を扱っております。

　特にワイヤレスモジュール製品は、自動車関連機器向け、モバイル機器向け、アミューズメント機器向け、

デジタルAV機器向けなど広範囲な市場で需要の拡大が見込まれることから、積極的な事業拡大を図ってお

ります。

〔主な連結子会社〕

MITSUMI PHILIPPINES,INC.、天津三美電機有限公司
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電源部品

当事業部門におきましては、デジタルAV機器向け、モバイル機器向け、アミューズメント機器向けなど多

岐にわたる電源関連製品を扱っていますが、電源関連部品の用途は幅広く、市場は長期的に拡大傾向にあり

ます。 

  組込み型製品は液晶テレビ用や複写機などの市場向けに、超薄型・高効率の電源など、ACアダプタ関連製

品はモバイル機器向け、デジタルAV機器向けに小型・高効率充電器を製品化しております。この様な既存製

品に加えて、LED照明用電源などの新製品を市場投入し、事業の拡大を図ってまいります。

〔主な連結子会社〕

珠海三美電機有限公司、天津三美電機有限公司、MITSUMI PHILIPPINES,INC.
　
情報通信機器

当事業部門におきましては、コンピュータ関連のデータバックアップ用テープストレージ製品、キーボー

ドスイッチ、マウスなどのインプットデバイス製品、デジタルネットワーク機器の製造・販売を行っており

ます。今後につきましては、不採算製品の整理を実施し、本事業全体の見直しを行ってまいります。

〔主な連結子会社〕

CEBU MITSUMI,INC.、天津三美電機有限公司
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　以上に述べました当社グループの事業の系統図は以下のとおりであります。
　

　 (注) １　図中の番号※１～６は当社の主な製品区分と関係会社各社の事業との関連を示しております。

２　一部の海外製造子会社は、外部得意先へ直接販売も行っております。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割
合(％)

　 　 　 　 　 　 　

(連結子会社)
 

　TAIWAN
　MITSUMI
　CO., LTD.

　
　

中華民国
台湾省高雄縣
大寮郷

　
　

201,826千
新台湾元

 
 

機構部品
 
 

100
 
 

―
　
　

当社の機構部品を製造
しております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　TAIPEI
　MITSUMI
　CO., LTD.

中華民国
台湾省基隆市

517,512千
新台湾元

機構部品
高周波部品
情報通信機器
 

100 ― 当社の機構部品、高周
波部品、情報通信機器
を製造しております。
役員の兼任…無

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　MITSUMI 
　CO.,LTD.
 

中華人民共和
国香港特別行
政区

8,000千
香港ドル

香港地区統括 100 ― 当社グループ香港地区
の統括を行っておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　韓国三美
　株式会社

大韓民国
ソウル市

2,000,000千
韓国ウォン

販売 100 ― 当社グループの製品の
販売を行っておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　MITSUMI
　PHILIPPINES,
　INC.
　　※１

Mariveles,
Bataan,
Philippines

1,186,000千
フィリピン

ペソ

半導体デバイス
機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器
 

100 ― 当社の半導体デバイ
ス、機構部品、高周波部
品、電源部品、情報通信
機器を製造しておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　CEBU
　MITSUMI,INC.
　　※１

Danao City,
Cebu,
Philippines

1,145,683千
フィリピン

ペソ

半導体デバイス
光デバイス
機構部品
情報通信機器

100 ― 当社の半導体デバイ
ス、光デバイス、機構部
品、情報通信機器を製
造しております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　MITSUMI
　ELECTRONICS
　(SINGAPORE)
　PTE.LTD.

Republic of
Singapore

3,800千
シンガポー
ルドル

シンガポール地
区統括

100 ― 当社グループシンガ
ポール地区の統括を
行っております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　MITSUMI
　TECHNOLOGY(M)
　SDN.BHD.

Pontian
Johor State,
Malaysia

35,000千
マレーシア
リンギット

高周波部品
電源部品
情報通信機器

100
 

― 当社の高周波部品、電
源部品、情報通信機器
を製造しております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　
　

　 　 　 　 　 　
　

　MITSUMI
　(THAILAND)
　CO.,LTD.

Chonburi,
Thailand

130,000千
タイバーツ

機構部品
高周波部品
情報通信機器

100 ― 当社の機構部品、高周
波部品、情報通信機器
を製造しております。
役員の兼任…有
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割
合(％)

　 　 　 　 　 　 　

　珠海三美電機
　有限公司
　　※１

中華人民共和
国広東省
珠海市

230,358千
人民元

機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器
 

100 ― 当社の機構部品、高周
波部品、電源部品、情報
通信機器を製造してお
ります。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　青島三美電機
　有限公司
　　※１

中華人民共和
国山東省
青島市

38,850千 
米ドル

機構部品
情報通信機器

100 ― 当社の機構部品、情報
通信機器を製造してお
ります。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　天津三美電機
　有限公司
　　※１

中華人民共和
国天津市

40,825千
米ドル

光デバイス
機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器

100 ― 当社の光デバイス、機
構部品、高周波部品、電
源部品、情報通信機器
を製造しております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　呉江三美電子
　有限公司

中華人民共和
国江蘇省
呉江市

107,597千
人民元

半導体デバイス
光デバイス
電源部品

100 ― 当社の半導体デバイ
ス、光デバイス、電源部
品を製造しておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　MITSUMI
　ELECTRONICS
　EUROPE GmbH

Eschborn,
Germany

4,750千
ユーロ

販売 100 ― 当社グループの製品の
販売を行っておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　MITSUMI
　ELECTRONICS
　CORP.

Novi,
Michigan
U.S.A.

4,000千
米ドル

販売 100 ― 当社グループの製品の
販売を行っておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

(持分法適用会社)
　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

  感染症診断キット
  有限責任事業組合

北海道千歳市 154百万円検出装置の開発 ― ― 職務執行者を派遣して
おります。

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

  MITSUMI REALTY,
  INC.
　 ※２

Danao City,
Cebu,
Philippines

100,000千
フィリピン

ペソ

不動産のリース 40 ― CEBU MITSUMI,INC.
の土地のリースを受け
ております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業部門の名称を記載しております。

２　有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

３　※１は、特定子会社であります。

４　※２は、持分は百分の五十以下ですが、実質的に支配しているため子会社としております。しかしながら、重要

性に乏しいため、持分法を適用しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成22年３月31日現在)

事業部門 従業員数(名)

半導体デバイス 2,887

光デバイス 2,228

機構部品 20,450

高周波部品 3,669

電源部品 4,216

情報通信機器 1,058

全社(共通) 2,313

合計 36,821

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　臨時従業員数は、従業員数に占める割合が100分の10に満たないため記載を省略しております。

３　全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門等に所属しているもの

であります。

　

(2) 提出会社の状況

(平成22年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

2,927 41.6 15.4 6,165

(注) １　従業員数は、当社からの出向者143名を除いた就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　臨時従業員数は、従業員数に占める割合が100分の10に満たないため記載を省略しております。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、国内、在外の各社(一部在外子会社は除く)において労働組合が組織されております

が、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における経済情勢を概観しますと、上半期は先進国での個人消費や設備投資の停滞は

ありましたが、主要各国の公的資金の投入による景気浮揚策と中国などの新興国での需要拡大が牽引役

となり、世界経済は自立的な回復軌道へと回帰いたしました。下半期はさらに新興国での内需拡大が加速

し、先進国においても新興国への輸出増加が景気を下支えした結果、世界経済の持ち直しが一段と鮮明に

なりました。また、日本経済も同様に、世界経済の回復を背景に、新興国の高成長に支えられた輸出拡大に

景気刺激策の効果が加わり、設備投資や雇用にも下げ止まり感が出てまいりました。 

  当電子部品業界におきましても、上半期は顧客の完成品在庫の調整一巡を境に、新興国向け民生機器や

IT機器向けを中心に受注が拡大し、市況に底打ち感が出始めました。下半期は年末商戦に向けた部品需要

も動き出し、中国の旧正月商戦での販売拡大と相まって電子部品市場は堅調に推移しました。 

　このような市場状況の下、当社グループは、アミューズメント機器、携帯電話などのデジタル通信機器、

薄型テレビを中心としたデジタルAV機器、車載機器市場を重点市場として取り組んでまいりました。ま

た、主要施策としては、原価改善の継続的実施により既存製品事業の競争力を維持しつつ、高周波技術、半

導体技術、光関連技術などの自社のコア技術を活用した高機能、高密度、高精度の電子部品を開発・事業

化し、重点顧客・地域の近場で生産体制の構築を行うことにより顧客満足度向上を図ってまいりました。

その結果、当連結会計年度の売上高は2,075億3千6百万円（前年同期比83.8%）となりました。 

　地域別では、日本向けが1,218億1千8百万円（前年同期比 80.5％）、アジア地域向けが798億8千3百万円

（前年同期比90.8％）、欧州地域向けが49億2千万円（前年同期比 75.5％）、北米地域向けが9億1千3百

万円（前年同期比 49.6％）となりました。連結売上高に占める海外売上高は857億1千7百万円（前年同

期比89.0％）となり、海外売上高の割合は41.3％（前年同期 38.9％）となりました。 

　損益につきましては、営業利益は94億1千6百万円（前年同期比45.5%）、経常利益は82億9千5百万円（前

年同期比47.0%）となりました。また、当期純利益につきましては、59億1百万円（前年同期比52.9%）とな

りました。 
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当連結会計年度における主な事業部門別の概況は、次のとおりです。

①半導体デバイス

半導体デバイス事業につきましては、市場が拡大傾向にある薄型テレビ・スマートフォン向けの受

注は回復したものの、汎用製品の急激な価格下落、パソコン・携帯電話用の電源・電池関連半導体の受

注が減少した結果、売上高は287億3千5百万円（前年同期比88.5％）に留まりました。

　

②光デバイス

光デバイス事業につきましては、光ディスクドライブ用ピックアップなど不採算製品の事業撤退の

推進に加え、携帯電話用カメラモジュールの受注が減少した結果、売上高は116億8千6百万円（前年同

期比57.0％）となりました。

　

③機構部品

機構部品事業につきましては、カメラモジュール用アクチュエータの受注は増加しましたが、コイル

・スイッチ・コネクタ等の汎用製品の受注は横這いに留まり、アミューズメント関連製品の受注が減

少した結果、売上高は971億3千3百万円（前年同期比89.3％）となりました。

　

④高周波部品

高周波部品事業につきましては、各国政府の自動車購入支援策によりアンテナ・ラジオチューナな

どの車載用部品の受注が回復し、ワイヤレス送受信モジュールも堅調に推移しましたが、その他の製品

の受注が減少した結果、売上高は361億1千3百万円（前年同期比93.0％）となりました。

　

⑤電源部品

電源部品事業につきましては、液晶テレビ・デジタルカメラ向け製品の受注は堅調に推移しました

が、国内携帯電話市場の縮小とアミューズメント機器向け製品の価格下落により、売上高は273億2千6

百万円（前年同期比79.7％）となりました。

　

⑥情報通信機器

情報通信機器事業につきましては、収益性を重視し、不採算製品事業の終息や縮小を継続的に実施し

た結果、売上高は65億4千1百万円（前年同期比50.8％）となりました。

　

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

国内におきましては、カメラモジュール用アクチュエータの受注は継続して増加しましたが、ア

ミューズメント機器、携帯電話、パソコン、デジタルAV機器関連などの最終製品の市場が依然回復途上

であり、半導体デバイス・光デバイス・高周波部品などの関連製品の受注が減少しました。その結果、

売上高は1,286億5千9百万円（前年同期比80.0%）となり、営業利益は19億2千7百万円（前年同期比

12.9%）となりました。
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②アジア

アジアにおきましては、高周波部品は増加しましたが、上半期の電子機器市場の全般的な低迷によ

り、機構部品・電源部品などの受注が減少した結果、売上高は759億9千6百万円（前年同期比91.3%）と

なり、営業利益は74億7千5百万円（前年同期比144.5%）となりました。

　

③欧州

欧州におきましては、車載市場の回復によりラジオチューナや車載用コイル・コネクタなどの受注

は堅調に推移しましたが、その他市場向け製品の受注が減少した結果、売上高は21億7百万円（前年同

期比95.9%）となり、営業利益は8千9百万円（前年同期比11.7倍）となりました。

　

④北米

北米におきましては、米国企業の生産拠点の新興国シフト、情報通信機器事業の縮小、車載用部品市

場の回復遅れにより、売上高は7億7千2百万円（前年同期比51.7%）となり、営業利益2千3百万円（前年

同期は営業損失7千9百万円）となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ172

億3千2百万円増加（前連結会計年度は62億6千9百万円増加）し、当連結会計年度末には558億6千9百万円

となりました。 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

売上債権増加による資金の減少などがありましたが、税金等調整前当期純利益83億1千4百万円の計上

に加え、減価償却費、棚卸資産の減少、仕入債務の増加などにより308億3千9百万円の収入（前年同期は

274億5千1百万円の収入）となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

有形固定資産、及び無形固定資産の取得による支出などにより90億6千5百万円の支出（前年同期は131

億8千万円の支出）となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

借入金の返済による支出や配当金の支払いによる支出などにより、43億1千万円の支出（前年同期は69

億6千8百万円の支出）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％)

半導体デバイス 28,745 89.2

光デバイス 11,711 57.4

機構部品 97,750 89.9

高周波部品 36,300 94.3

電源部品 27,256 79.3

情報通信機器 6,511 52.4

合計 208,275 84.5

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　 (2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％)受注残高(百万円) 前年同期比(％)

半導体デバイス 29,340 92.9 3,335 122.2

光デバイス 11,583 60.1 1,704 94.3

機構部品 96,134 90.7 3,817 79.3

高周波部品 38,394 103.3 5,607 168.6

電源部品 26,993 80.6 1,510 82.0

情報通信機器 6,164 50.2 347 48.0

合計 208,610 87.0 16,322 107.0

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

半導体デバイス 28,735 88.5

光デバイス 11,686 57.0

機構部品 97,133 89.3

高周波部品 36,113 93.0

電源部品 27,326 79.7

情報通信機器 6,541 50.8

合計 207,536 83.8

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

任天堂株式会社 106,264 42.9 81,247 39.1

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

電子機器市場においては、中国を中心とした新興国市場の比重が加速度的に拡大すると共に、新興国企業

の伸長により売れ筋商品の低価格品化も進行しつつあります。 

　このような市場変化に対して、当社グループは、新製品開発の加速はもとより、中国を中心に海外の生産・

販売ネットワークを再構築し、マーケティング機能の強化と生産拠点の最適化を推進することにより対応

してまいります。また、自社のコア・コンピタンスを基軸に新たな成長領域での事業拡大と企業基盤の強化

を図ってまいります。 

　企業の社会的責任につきましては、経営の最重要課題の一つと位置付け、CSR推進委員会を中心にグループ

横断の取り組みを行っており、経営管理、法令・社会規範の遵守、情報の管理と適時開示等に係わる当社グ

ループ全体の推進体制を一層強化してまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

将来の事業等に影響を与える可能性のあるリスクには、主に以下のようなものがあります。また、当社グ

ループとして必ずしも事業上のリスクと考えていない事項についても、投資者の投資判断、或いは当社の事

業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記

載しております。 

記載内容のうち、将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものでありま

す。

(1) 世界の経済状況の影響について

当社グループはアジア、北米及びヨーロッパの主要市場を含め世界各地に製品を販売しております。

したがって、当社グループの製品に対する需要は、当社グループの取引先の所在する、または取引先の

製品のエンドユーザーの所在する国や地域の経済の影響を受けることとなります。

　

(2) 技術開発及び新製品の導入について

当社グループの製品、特にデジタル関連機器向けの製品につきましては、急速に技術革新が進み、製

品寿命が短縮されております。そのため社会や市場での新技術の開発、新方式の採用、新製品の出現、或

いは競合他社の台頭が当社の予測を超えた急激な製品の陳腐化や低価格化を招き、当社グループの経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 製品価格の低下リスクについて

当社グループはグローバルな企業競争下において、迅速な新製品開発及び原価改善の促進を図り、収

益性の向上に努めております。このような中で、当社グループは、顧客からの製品価格の値下げ要請、競

合他社との間の価格競争の影響を受け収益性の維持が難しくなり、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(4) 部品・材料の価格上昇、労務費の上昇、その他諸経費の上昇リスクについて

原材料・エネルギー価格の高騰などに起因した取引先からの素材・部品購入価格の上昇や、当社の

主要生産拠点が所在する中国、フィリピンなどでの労務費の上昇、その他諸経費の上昇などにより、当

社グループは収益性の維持が難しくなり、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

　

(5) 海外進出に伴う潜在リスクについて

当社グループの製品のうち、半導体デバイスを除くほぼ全量を海外製造子会社にて生産しており、主

要な海外生産拠点はフィリピン、中国、台湾、マレーシア、タイであります。そのため、当社グループは、

これらの海外生産活動と海外の商取引に関連する多くのリスク、すなわち、（ⅰ）政情不安、（ⅱ）海

外市場の経済状況、（ⅲ）貿易制限または関税の変更、（ⅳ）予期しない立法上もしくは規制上の要件

等の変更、（ⅴ）知的財産権またはその他の法的権利に対する比較的限定された保護または不十分な

実施、（ⅵ）不利益な課税上の取扱の可能性等にさらされています。これらの事象が生じた場合、当社

グループは、事業の遂行と経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6) 為替相場の変動について

当社グループの主な海外生産拠点のフィリピン、中国、台湾、マレーシア、タイの現地通貨及び販売並

びに購買に係る外貨による取引などは為替変動の影響を強く受けております。US$取引につきまして

は、為替相場の変動によるリスクをヘッジする目的で、為替予約等で対策を講じております。 

　しかしながら、当該施策により為替相場変動の影響を緩和することは可能であっても、影響をすべて

排除することは不可能であり、当社グループの経営成績及び財政状態に少なからず影響を与えており

ます。 

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

６ 【研究開発活動】

当社グループは、経営基盤の強化と業績の向上を図るため、技術革新と市場環境の変化に対応した製品開

発を行うべく研究開発活動を行っております。 

　当社の開発本部及び各事業本部の研究開発部門は、海外の関係会社と密接な連携のもとで、新製品の開発

及び生産技術の研究を進めております。 

当連結会計年度における主な研究開発の成果は、シリコン基板上にＰＺＴ（Pb(Zr Ti)O3：チタン酸ジル

コン酸鉛）圧電薄膜を形成し、ＭＥＭＳ（Micro Electro Mechanical Systems）技術を用いてレーザー走

査する圧電駆動型ＭＥＭＳデバイスの研究と開発、振動を応用したマイクロ振動発電デバイスと２.４ＧＨ

ｚ ＩＳＭ（Industrial, Scientific and Medical）帯域を使用するＲＦチップを組み合わせ、ワイヤレス

通信を実現したバッテリレス無線スイッチの研究開発などであります。

　なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、143億7千5百万円となっております。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成しております。この連結財務諸表の作成にあたっては「連結財務諸表作成のための基本となる事

項」に記載のとおりであります。

　そのうち、見積りに該当する項目として主なものは次のとおりであります。

繰延税金資産：当連結会計年度末において回収可能性の判定を行った結果により、資産計上を行ってお

ります。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析と経営成績に重要な影響を与える要因について

当連結会計年度における当社グループは、アミューズメント機器、携帯電話などのデジタル通信機器、

薄型テレビを中心としたデジタルAV機器、車載機器市場を重点市場として取り組んでまいりました。ま

た、主要施策としては、原価改善の継続的実施により既存製品事業の競争力を維持しつつ、高周波技術、半

導体技術、光関連技術などの自社のコア技術を活用した高機能、高密度、高精度の電子部品を開発・事業

化し、重点顧客・地域の近場で生産体制の構築を行うことにより顧客満足度向上を図ってまいりました。

その結果、当連結会計年度の売上高は2,075億3千6百万円（前年同期比83.8％）となり、損益につきまし

ては、営業利益は94億1千6百万円（前年同期比45.5％）、経常利益は82億9千5百万円（前年同期比

47.0％）となりました。当期純利益につきましては、59億1百万円（前年同期比52.9％）となりました。

　また、経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、[事業等のリスク]に記載の内容が挙げられ

ます。

　

(3) 戦略的現状と見通し

世界経済の見通しは、新興国の景気拡大が継続すると共に、先進国・資源産出国でも新興国向け輸出の

拡大により緩やかに景気が回復し、底堅い成長が続くものと思われます。わが国経済も同様に、デフレの

継続、雇用の低迷、為替の円高などのリスク要因により本格回復までには時間を要しますが、新興国の成

長を背景とした輸出主導による企業業績の回復は継続するものと予想いたします。 

　このような経済状況の下、エレクトロニクス業界においても新興国市場を中心に電子機器の需要が増大

しますが、同時に低価格化と機能の単純化も一層進行するものと思われます。製品別では、携帯電話、パソ

コン、デジタルカメラ、薄型テレビなどのデジタル家電市場の継続的な成長に加え、電気自動車、太陽光発

電、LED関連などの新市場も本格的な拡大期に移行するものと予想されます。 

　当社グループは、このような事業環境の下、自社の既存技術の更なる深掘りと新技術の導入により特に

新興国向製品を事業化すると共に、顧客要求を的確に捉えた供給体制を世界規模で再構築いたします。分

野別では、アミューズメント関連・映像関連・携帯情報端末などの既存成長市場で事業拡大を図るとと

もに、環境・エネルギー・自動車・健康関連市場へ特徴ある新製品を投入し、売上高と収益力の向上に努

めてまいる所存であります。 

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 18/101



(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローにおいて売上債権増加による資金の

減少などがありましたが、税金等調整前当期純利益83億1千4百万円の計上に加え、減価償却費、棚卸資産

の減少、仕入債務の増加などにより308億3千9百万円の収入（前年同期は274億5千1百万円の収入）とな

りました。

  投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産、及び無形固定資産の取得による支出などにより

90億6千5百万円の支出（前年同期は131億8千万円の支出）となりました。

  財務活動によるキャッシュ・フローは借入金の返済による支出や配当金の支払いによる支出などによ

り、43億1千万円の支出（前年同期は69億6千8百万円の支出）となりました。

  以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ172億3千2百

万円増加（前連結会計年度は62億6千9百円の増加）し、当連結会計年度末には558億6千9百万円となりま

した。

　

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

電子機器産業は、中国などの新興国を中心に需要が高水準を維持し、世界規模でも需要の増大が見込ま

れます。当社グループは、地上波デジタル放送関連製品、無線通信機器関連製品、ネットワーク関連製品、

アミューズメント関連製品の事業領域で、新興国向け製品と高機能の先端製品へ適切に経営資源の配分

を行い、事業拡大を図ってまいります。また、今後さらなる成長が期待される環境・エネルギー・自動車

・健康関連分野では、新製品への取り組みを加速し、売上高と収益力の向上に努めてまいります。 

　製品競争力の強化については、半導体技術、高周波技術、電源技術、光関連技術、超精密加工技術等、当社

グループの固有技術の深掘りにより「研究開発力」と「ものづくり力」の一層の強化を図り、高付加価

値製品をマーケットにタイムリーに供給できる体制を確立してまいります。また、急激な市場変化へ対応

すべく、国内外企業との業務提携や協業を通じて、新製品・新技術の開発と導入のスピードアップを図っ

てまいります。 

　当社グループは、このような戦略を通して持続的な成長と企業価値の継続的増大を達成して行く所存で

あります。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、当連結会計年度に機構部品、高周波部品を中心に総額で81億6百万円の設備投資を実

施いたしました。

事業部門ごとの設備投資は、次のとおりであります。

　

半導体デバイス

当事業部門におきましては、生産設備を中心に6億7百万円の設備投資を実施いたしました。

　

光デバイス

当事業部門におきましては、カメラモジュールの生産増強のための設備を中心に3億1百万円の設備投

資を実施いたしました。

　

機構部品

当事業部門におきましては、アミューズメント機器製品、マイクロアクチュエータ、スイッチ、コネクタ

の生産設備を中心に41億7千万円の設備投資を実施いたしました。

　

高周波部品

当事業部門におきましては、無線LANモジュール、デジタルセットトップボックス、デジタルAV機器用

チューナの生産設備を中心に15億3千6百万円の設備投資を実施いたしました。

　

電源部品

当事業部門におきましては、デジタルAV機器用、モバイル機器用電源の生産設備を中心に1億1千3百万

円の設備投資を実施いたしました。

　

情報通信機器

当事業部門におきましては、インプットデバイスの生産設備を中心に4千7百万円の設備投資を実施い

たしました。

　

その他、部品加工設備、研究開発設備、販売及び管理業務用設備の更新または新設のため、13億3千万円の

設備投資を実施いたしました。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

　(平成22年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

　 　 　 　 　 　 　 　 　

 本社
(東京都多摩市)
 

機構部品
電源部品
情報通信機器
他

本社業務用設備
研究開発用設備
 

2,050 564 1,176
 
3,800
(19,000)

7,591803

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

 厚木事業所
(神奈川県厚木市)
 
 

半導体デバイス
機構部品
高周波部品
情報通信機器
他

生産設備
研究開発用設備
 
 

2,8293,1341,035
 

152
(64,721)

7,151739

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

 山形事業所
(山形県山形市)
 

光デバイス
情報通信機器

生産設備
研究開発用設備
　

519 1,938 227
 

173
(15,850)

2,859328

　 　 　 　 　 　 　 　 　

千歳事業所
(北海道千歳市)

半導体デバイス 生産設備 1,453 925 88
 

661
(103,021)

3,129490

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

九州事業所
(福岡県飯塚市)

機構部品
電源部品

生産設備 648 534 386
 

60
(9,917)

1,630231
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(2) 在外子会社

　　(平成22年３月31日現在)

会社名 所在地 事業部門
設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

工具、器
具及び
備品

土地
(面積㎡)

合計

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

MITSUMI 
PHILIPPINES,
INC.
 

 

Mariveles,
Bataan, 
Philippines
 

 

　

半導体デバイス
機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器

生産
設備
 

 
 

770 1,861 3

 
―

 
[35,675]

 

2,6352,872

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

CEBU 
MITSUMI,INC.
 
 

Danao city,
Cebu, 
Philippines
 

　

半導体デバイス
光デバイス
機構部品
情報通信機器

生産
設備
 
 

723 805 77
 

―
[161,215]

1,60612,395

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

珠海三美電機
有限公司
 

 

中華人民共和国
広東省珠海市
 

 

機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器

生産
設備
 

 

377 941 153

 
 

―
[23,596]

 

1,4726,110

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

青島三美電機
有限公司
 

中華人民共和国
山東省青島市
 

　

機構部品
情報通信機器

生産
設備
 

558 656 742
 

―
[23,900]

1,9576,383

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

天津三美電機
有限公司
 
 

中華人民共和国
天津市
 
 

光デバイス
機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器

生産
設備
 
 

1,392 315 872
 

―
[71,194]

2,5802,827

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

４　[　]は、借用中の土地の面積で外数であります。

５　上記の他、リース及びレンタル契約による当社グループ以外からの主な賃借設備は以下のとおりであります。

(1) 提出会社

　
事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容 台数
リース又は
レンタル期間

年間リース料
又は賃借料

　 　 　 　 　 　

厚木事業所
(神奈川県厚木市)

半導体デバイス 汎用コンピュータ １式
自　平成20年３月
至　平成25年３月

年間リース料
　　13百万円
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループは、設備の新設・拡充・更新の計画を個々のプロジェクトごとに決定しておりますが、同一

生産拠点において複数の事業部門を有しております。そのため、事業部門ごとの数値を開示する方法によっ

ております。

当連結会計年度末日後１年間の設備投資計画(新設・拡充・更新)は、122億2千9百万円であり、事業部門

ごとの内訳は次のとおりであります。

　

事業部門
平成22年３月末
計画金額(百万円)

設備等の主な内容・目的 資金調達方法

半導体デバイス 1,312生産設備を中心とした半導体関連投資 自己資金

光デバイス 2,177カメラモジュールの生産増強 自己資金

機構部品 4,890
アミューズメント機器製品の生産増強、マイクロアク
チュエータの生産増強、スイッチ、コネクタの生産増強

自己資金

高周波部品 2,033
無線LANモジュール、デジタル放送用セットトップボッ
クス、デジタルAV機器用チューナの生産増強等

自己資金

電源部品 321
デジタルAV機器用、モバイル機器用電源の生産増強及
び合理化

自己資金

情報通信機器 102インプットデバイスの生産増等 自己資金

全社(共通) 1,390
研究開発設備の購入、販売及び管理業務用設備の更新
等

自己資金

合計 12,229 ─ ─

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　全社（共通）として記載している内容は、特定の事業部門に区分できない管理部門等に該当するものでありま

す。

３　経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却はありません。

４　各事業部門の計画概要は、次のとおりであります。

　

半導体デバイス

　当事業部門の計画概要は、生産設備を中心とした半導体関連投資として13億1千2百万円であります。

　

光デバイス

　当事業部門の計画概要は、カメラモジュールの生産増強のための投資として21億7千7百万円であります。

　

機構部品

　当事業部門の計画概要は、アミューズメント機器製品等の生産増強のための投資として17億4千5百万円、コネク

タの生産増強のための投資として9億7千8百万円、スイッチの生産増強のための投資として10億9千3百万円等で

あります。

　

高周波部品

　当事業部門の計画概要は、デジタルAV機器用チューナ等の生産増強のための投資として2億1千7百万円、デジタ

ル放送用セットトップボックス等の生産増強のための投資として2億9千7百万円、アミューズメント機器用無線

LANモジュールの生産増強のための投資として13億2千8百万円等であります。

　

電源部品

　当事業部門の計画概要は、デジタルAV機器用、モバイル機器用電源の生産増強及び合理化のための投資として3

億2千1百万円であります。

　

情報通信機器

　当事業部門の計画概要は、インプットデバイスの生産設備の更新のための投資として1億2百万円であります。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 87,498,11987,498,119

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)
フランクフルト証券
取引所

単元株式数は100株でありま
す。
　　　　　(注)

計 87,498,11987,498,119― ―

(注)　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

　　平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成18年４月１日～
平成19年３月31日
(注)１

12,158 84,853 8,194 38,107 8,194 40,467

平成19年４月１日～
平成20年３月31日
(注)２

2,644 87,498 1,782 39,890 1,782 42,250

(注) １　平成18年４月１日から平成19年３月31日までの間の発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は新株予約

権付社債の権利行使による増加であります。

２　平成19年４月１日から平成20年３月31日までの間の発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は新株予約

権付社債の権利行使による増加であります。

３　第65期事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日)、第64期事業年度(平成20年４月１日から平成21年

３月31日)及び第61期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日)における発行済株式総数、資本金、

資本準備金の増減はありません。

　 (6) 【所有者別状況】

  (平成22年３月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

1 59 35 163 331 11 19,19819,798 ―

所有株式数
(単元)

10 335,32688,8896,301286,207 54 157,497874,28469,719

所有株式数
の割合(％)

0.00 38.3510.17 0.72 32.74 0.01 18.01100.00 ―

(注) １　自己株式43,464株は「個人その他」に434単元、「単元未満株式の状況」に64株含まれております。なお、保有

残高と株主名簿記載株式数は一致しております。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が11単元含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

   (平成22年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　 　 　 　

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 10,606 12.12
　 　 　 　

　 　 　 　

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-11 7,817 8.93
　 　 　 　

　 　 　 　

ＪＰモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目7-3　東京ビルディング 3,154 3.60
　 　 　 　

　 　 　 　

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海1丁目8-11 2,621 2.99
　 　 　 　

　 　 　 　

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-12 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタワー
Ｚ棟

2,501 2.85

　 　 　 　

　 　 　 　

森部昌子 東京都調布市 2,477 2.83
　 　 　 　

　 　 　 　

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目4-1 1,560 1.78
　 　 　 　

　 　 　 　

ソシエテジェネラルセキュリ
ティーズノースパシフィックリ
ミテッド

東京都港区赤坂1丁目12-32　アーク森ビル 1,469 1.67

　 　 　 　

　 　 　 　

モルガン ホワイトフライヤーズ
エキュイティ ディリヴェイティ
ヴ
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

1209 ORANGE STREET, WILMINGTON, DELAWARE DE
19801 USA
（東京都中央区月島4丁目16-13）

1,308 1.49

　 　 　 　

　 　 　 　

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町1丁目5-1 1,146 1.30
　 　 　 　

計 ― 34,661 39.61

（注）次の法人から、大量保有報告書の提出があり、以下のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当期

末現在における当該法人名義の実質所有株式の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮しておりませ

ん。

　なお、それらの大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

提出日

　 　 　 　 　

モルガン・スタンレー証券株
式会社

保有社数６社

東京都渋谷区恵比寿4丁目20-3
恵比寿ガーデンプレイスタワー

5,930 6.78平成21年８月19日

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

野村證券株式会社
保有社数２社

東京都中央区日本橋1丁目9-1 4,570 5.22平成21年10月７日
　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

住友信託銀行株式会社
保有社数２社

大阪市中央区北浜4丁目5-33 4,838 5.53平成21年11月20日
　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

ジェー・ピー・モルガン・セ
キュリティーズ・リミテッド

保有社数４社

英国 ロンドン EC2Y 5AJ ロンド
ン・ウォール 125

5,663 6.47平成22年３月19日

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

株式会社三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

保有社数４社
東京都千代田区丸の内2丁目7-1 4,682 5.35平成22年３月29日
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成22年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式
           43,400

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

87,385,000
873,850 ―

単元未満株式
普通株式

69,719
― ―

発行済株式総数 87,498,119― ―

総株主の議決権 ― 873,850 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株(議決権11個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式64株が含まれております。

　 ② 【自己株式等】

(平成22年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ミツミ電機株式会社

東京都多摩市鶴牧二丁目11
番地2

43,400－ 43,400 0.05

計 ― 43,400－ 43,400 0.05

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,308 2,202

当期間における取得自己株式 119 238

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 43,464 ― 43,583 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、企業価値の増大を図ることが株主利益及び他のステ－クホルダ－の期待利益とも合致するもの

と確信しております。株主の皆様への配当につきましては、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを

基本方針とし、安定的な配当の継続を目指してまいります。株主に対する配当は、当面、連結業績に基づい

た配当性向30％以上をめどとして、一株当たりの配当の継続的増加に努めてまいります。また、内部留保に

つきましては、地球環境問題への対応に配慮しつつ、今後予想される技術革新を先取りした新製品開発並

びに原価改善施策に有効に投資し、業績の向上に努めてまいる所存であります。

　なお、当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を基本的な方針としており、配当の決定機関は株主総会

であります。

　
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成22年６月25日
定時株主総会決議

3,060 35

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 1,564 4,030 5,640 3,730 2,395

最低(円) 1,103 1,218 2,575 925 1,286

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によっております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 2,100 1,826 1,655 1,792 1,714 2,100

最低(円) 1,795 1,313 1,286 1,566 1,493 1,680

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によっております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

　 森　部　　　茂 昭和31年10月27日生

昭和55年３月 当社入社

(注)２ 318

平成３年４月 シンガポール支店長

当社取締役

平成６年４月 当社常務取締役

平成11年10月 当社専務取締役営業本部本部長

平成14年４月 当社代表取締役社長(現)

平成18年７月 MITSUMI PHILIPPINES,INC.取締役

会長(現)

　 CEBU MITSUMI,INC.取締役会長

(現)

　 珠海三美電機有限公司取締役会長

(現)

　 青島三美電機有限公司取締役会長

(現)

　 天津三美電機有限公司取締役会長

(現)

専務取締役
フィリピン地
域総括責任者

廣　瀬　一　宇 昭和17年３月10日生

昭和45年１月 当社入社

(注)２ 2

平成元年８月 CEBU MITSUMI,INC.常務取締役

平成６年４月 当社取締役

三社事業本部副本部長

平成12年５月 CEBU MITSUMI,INC.代表取締役社

長(現)

平成13年10月 光関連事業本部副本部長

平成14年４月 当社常務取締役

平成14年７月 MITSUMI PHILIPPINES,INC.代表取

締役社長（現）

フィリピン地域総括責任者（現）

平成17年６月 当社専務取締役(現)

専務取締役
経営企画
・人事担当

渡　邊　昇　造 昭和17年５月８日生

昭和44年９月 当社入社

(注)２ 5

平成６年９月 経営企画部部長

平成９年６月 当社取締役

平成10年３月 経営企画・人事担当(現)

平成14年４月 当社常務取締役

平成17年６月 当社専務取締役(現)

専務取締役
営業本部
本部長

廣　瀬　康　雄 昭和22年９月26日生

昭和45年３月 当社入社

(注)２ 3

平成９年２月 営業本部関東統括部長

平成11年６月 当社取締役

営業本部副本部長・国内担当

平成14年４月 営業本部本部長(現)

平成17年６月 当社常務取締役

平成19年６月 当社専務取締役(現)

常務取締役

通信機器事業
本部本部長
兼中国地域総
括責任者
兼山形事業所
所長

大　澤　和　夫 昭和18年８月28日生

昭和44年８月 当社入社

(注)２ 3

平成13年２月 シンガポール・タイ・マレーシア

地域総括責任者

平成13年６月 当社取締役

平成17年２月 ストレージ・デバイス事業本部副

本部長

平成18年７月 珠海三美電機有限公司代表取締役

社長(現)

平成20年４月 要素部品事業本部本部長兼中国地

域総括責任者

平成21年４月 通信機器事業本部本部長兼中国地

域総括責任者(現)

平成21年７月 当社常務取締役(現）

平成21年10月 山形事業所所長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
資材本部
本部長

保　木　文　雄 昭和18年６月15日生

昭和37年３月 当社入社

(注)２ 3平成12年７月 資材本部本部長(現)

平成13年６月 当社取締役(現)

取締役

MPS革新本部
本部長

兼品質・環境
本部本部長

長　岡　俊　一 昭和19年５月19日生

昭和41年５月

平成６年５月

平成15年10月

平成16年６月

平成17年４月

平成19年９月

当社入社

MPS推進本部部長

MPS推進本部本部長

当社取締役(現)

品質・環境本部本部長(現)

MPS革新本部本部長(現)

(注)２ 1

取締役
要素部品事業
本部本部長

山　田　　　惠 昭和25年２月１日生

昭和45年６月 当社入社

(注)２ 2

平成16年４月 ODS事業部事業部長

平成17年４月 要素部品事業本部本部長

平成17年６月 当社取締役(現)

平成18年７月 青島三美電機有限公司代表取締役

社長(現)

平成20年４月 要素部品事業本部統括本部長兼部

品加工事業部担当

平成21年４月 要素部品事業本部本部長(現)

取締役 開発本部担当 小 野 坂　　順 昭和23年４月23日生

昭和61年６月 当社入社

(注)２ 1

平成16年４月 半導体事業部事業部長

平成18年12月 半導体事業本部副本部長

平成19年６月 当社取締役(現)

平成21年４月

平成22年４月

山形事業所所長

当社開発本部担当（現）

取締役

厚木事業所所
長兼

通信機器事業
本部副本部長

古 川　富士夫 昭和24年７月16日生

昭和45年３月 当社入社

(注)２ 1

平成15年４月 AVC事業部事業部長

平成19年４月 通信機器事業本部副本部長

平成19年６月 当社取締役(現)

平成20年４月 通信機器事業本部本部長

　 天津三美電機有限公司代表取締役

社長(現)

平成21年４月

平成22年４月

通信機器事業本部副本部長(現)

厚木事業所所長(現）

取締役
経理・総務・
システム担当
統括部長

齋　藤　　　求 昭和31年３月22日生

昭和55年２月 山形ミツミ株式会社入社

(注)２ 0

平成16年９月 当社経営企画部部長

平成22年６月 当社取締役(現)

　 経理・総務・システム担当統括部

長(現)

取締役
半導体事業本
部本部長

麻　生　博　史 昭和32年４月３日生

昭和56年3月 九州ミツミ株式会社入社

(注)２ 0

平成19年２月 九州ミツミ株式会社SPS事業部事業

部長

平成19年10月 当社電源事業部事業部長

平成22年４月 半導体事業本部副本部長

平成22年６月 当社取締役(現）

　 半導体事業本部本部長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 　 桜　井　信　成 昭和20年６月29日生

平成３年４月 株式会社太陽神戸三井銀行府中支

店長

(注)３
 

1

平成４年11月 株式会社さくら銀行堂ビル支店長

平成８年６月 同社銀座東支店長

平成12年６月 日立精機株式会社常務取締役

平成15年６月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役 　 新　屋　憲　二 昭和25年２月２日生

平成３年８月 株式会社太陽神戸三井銀行日本橋

営業第二部副部長

(注)３
 

2

平成７年12月 株式会社さくら銀行鶴見支店長

平成９年５月 同社名古屋営業第二部長

平成14年４月 三井オートリース株式会社(現住

友三井オートサービス株式会社)

専務取締役

平成17年６月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役 　 野　嶋　静　海 昭和21年７月10日生

昭和48年９月 当社入社
(注)３
 

1
 

平成14年11月 経理部部長

平成18年６月 当社常勤監査役(現)

監査役 　 原　　　　　幸 昭和20年３月７日生

昭和38年４月 東京国税局総務部総務課

(注)３ －

昭和58年12月 税理士資格取得

平成４年７月 税務大学校教育第一部教授

平成13年７月 東京国税不服審判所管理課長

平成15年７月 八王子税務署長

平成16年８月

平成21年６月

原幸税理士事務所(現)

当社監査役(現)

計 348

　　 (注) １　常勤監査役桜井信成、新屋憲二及び監査役原幸は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会の終

結の時までであります。

３　監査役の任期は、次のとおりであります。

   常勤監査役　桜井　信成

　 　平成20年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の時までで

   あります。

　 常勤監査役　新屋　憲二

　 　平成21年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会の終結の時までで

   あります。

　 常勤監査役　野嶋　静海

　 　平成20年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の時までで

   あります。

　 監査役　原　幸

　 　平成21年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会の終結の時までで

   あります。

　　　　　　　

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 32/101



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

　当社におけるコーポレート・ガバナンスは、意思決定のスピードを向上させるとともに、経営の健

全性と透明性を確保することで、企業価値の拡大を実現することをその基本的な方針としておりま

す。

　そのため、意思決定のスピードを向上させることができるよう自社の事業内容に精通した取締役を

選任しております。また、経営の健全性と透明性を確保するため、４名の監査役のうち、３名を社外監

査役としております。

・企業統治の体制を採用する理由

　当社は社外監査役を３名選任しており、かつそのうちの２名は常勤監査役として社内業務監査を日

常的に行っておりますので、経営の監督・監視機能が十分に発揮されていると考えております。

また、社内における意思決定に際しては、取締役会の決議のみならず、通常の稟議決裁においても特

定の案件に関しては決裁以前に監査役の確認を要することとし、あるいは取締役会以外の各種重要

会議に常勤監査役が出席し意見を述べるなど、日常業務においてもコーポレート・ガバナンスの機

能が十分に発揮されるよう、適切な体制を構築、運用いたしております。

・内部統制システムの整備の状況

　内部統制体制の構築を推進する常設の組織として、経営層を中心とした「内部統制委員会」を設置

するとともに、その下に担当取締役および実際の業務を担当するスタッフによって構成される「コ

ンプライアンス委員会」「リスク管理委員会」「情報開示委員会」を設けております。これらの委

員会は、社内各部門からの情報を集約し、内部統制の実効性を確保するために必要な各種の施策を講

じると共に、「内部統制委員会」に定期的にその活動状況を報告することを活動の主たる内容とし

ております。

　また、反社会的勢力による被害を防止するため、その旨を「ミツミ行動規範」に独立した項目とし

て掲げるとともに、「内部統制システム構築の基本方針」にも、「市民社会の秩序や安全に脅威を与

える反社会的勢力および団体との関係を遮断すべく、関係当局および弁護士などの外部機関と連携

し、社内管理体制の整備を進める」方針を掲げております。これらの方針に基づき、社内の職務権限、

特に出金にかかわる権限について明確にするとともに、その遵守状況についても内部監査等を通じ

て定期的に確認しております。

・リスク管理体制の整備の状況

　上記のリスク管理委員会が中心となって、リスクの発生が当社の経営に与える影響を最小限にとど

めるための活動を進めております。具体的には、以下の活動を原則として毎年実施することで、その

精度、効果を高めてまいります。

　　想定されるリスクの洗い出し

　　優先して対処すべきリスクの選定（取締役会での決議）

　　リスク対策活動の進捗状況の確認

　　リスク対策活動の結果確認（取締役会への報告）
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② 内部監査及び監査役監査の状況

・内部監査の状況

　当社は代表取締役社長の直轄の組織として、内部監査室（３名）を設置し、当社及び海外の関係会

社も含め、業務部門から独立した公正・不偏の立場で内部監査を行い、業務の有効性と効率性を検

証、評価しております。監査結果は、定期的に経営者、監査役等に報告するなど、牽制機能の充実を図

るとともに業務改善提案も行っております。

・監査役監査の状況

　当社は監査役制度を採用しており、４名の監査役を選任しております。その内訳は、２名が常勤社外

監査役、１名が常勤社内監査役、１名が非常勤社外監査役となっております。

　監査役会は月１回の定時開催に加え、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。各監査役は

取締役会その他の重要な会議に出席するほか、取締役等から業務執行状況の報告を聴取するととも

に、重要な決裁書類の閲覧、当社および海外子会社の業務及び財産の状況を調査するための各拠点に

おける往査等を行っております。同時に、代表取締役社長と定期的に会合をもち、代表取締役の経営

方針を確かめるとともに、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスクのほか、監査役監査の環境

整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行っております。

　また、会計監査人及び内部監査室と定期的に会計監査、内部監査結果等について協議および意見交

換を行うなど、監査役監査の実効性向上のため、会計監査人及び内部監査室との連係を図っておりま

す。

　なお、常勤監査役野嶋静海氏は、当社経理部に昭和48年から平成18年まで在籍し、長年にわたり決算

手続ならびに財務諸表などの作成に従事しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。

　

③　社外取締役及び社外監査役

・社外取締役及び社外監査役の選任状況

当社は社外取締役を選任いたしておりません。社外監査役を３名選任し、「企業統治の体制を採用

する理由」に記載したとおり、取締役会決議のみならず、特定の稟議決裁においても、監査役による

確認を必要とする社内体制を構築・運用することで、社外取締役を選任した場合と遜色のないコー

ポレート・ガバナンスが行われていると考えているためであります。

・社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割

社外監査役に期待される機能および役割は、その知識・経験を活用し、外部の視点から取締役の意

思決定および業務執行の適正性を担保することにあると考えております。

　また、会社から独立した立場にあることから、当社と株主の利害が相反する案件が生じた場合に、株

主の視点から当該案件に係る意思決定の適正性を担保することも、重要な機能および役割であると

考えております。
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・社外監査役の知見

　社外監査役桜井信成氏及び新屋憲二氏は、長年にわたり金融機関に勤務し、財務会計に関して相当

程度の知識、経験を有するものであること、ならびに同金融機関を退職後、それぞれ事業会社におい

て取締役を務め、経営の監督および執行についての知識、経験も有することなどから、監査役として

十分な知見を有するものと判断しております。

　社外監査役原幸氏は、長く税務にかかわってこられた経験および税理士としての専門的知識を有す

ることから、監査役として十分な知見を有するものと判断しております。

・社外監査役の独立性

　社外監査役桜井信成氏は、過去に当社と取引のある金融機関に勤務していたものの、既に同社を退

職してから10年が経過していることから、同氏と過去に勤務した金融機関の間に特別な関係はない

ものと判断いたしました。

　社外監査役新屋憲二氏は、過去に当社と取引のある金融機関に勤務していたものの、既に同社を退

職してから８年が経過していることから、同氏と過去に勤務した金融機関の間に特別な関係はない

ものと判断いたしました。

　また、当社の金融機関からの借入は、当社が有する総資産額の2.8%しかなく、かつその借入も為替リ

スクをヘッジするための外貨建ての借入であることから、当社と金融機関の間に特別な関係はなく、

当社の意思決定に影響を及ぼすことはないものと判断いたしました。

　社外監査役原幸氏は、当社の社外監査役に就任するまでは当社と何らの関係を有していなかったた

め、その独立性に何ら問題がないものと判断しております。

　

④ 株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　銘柄数　　　　　　　　　　　　 8銘柄

　貸借対照表計上額の合計額　　 280百万円

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額、及び保有目的

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 
（百万円）

保有目的

太陽誘電株式会社 20,000 29　友好的な取引関係の維持

マスプロ電工株式会社 28,900 25　　　　同上

ブラザー工業株式会社 18,000 20　　　　同上

株式会社山形銀行 2,000 0　　　　同上

（注） 上記全株式は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、保有株式全銘柄につい

て記載しております。
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⑤ 会計監査の状況

会計監査については、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、以下の公認会計士により

監査業務が執行されました。

指定有限責任社員　業務執行社員　　國井　泰成

指定有限責任社員　業務執行社員　　藤本　貴子

また、当社の会計業務に関わる補助者は、公認会計士及び会計士補等を主たる構成員とし、税理士等そ

の他の専門家も加えて構成されております。

　公認会計士　　3名

　会計士補等　　5名

  その他　　 若干名

当社は、会社法及び金融商品取引法等の監査を受けているほか、会計処理並びに監査に関する諸問題に

ついて随時確認し、当社の代表者と定期的に協議を実施し、財務諸表の適正性の確保と維持に努めており

ます。

　

⑥ 役員報酬の内容

(1) 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

400 248 － 152 － 12

監査役
(社外監査役を除く。)

13 13 － － － 1

社外役員
(社外監査役)

34 34 － － － 3

　　(注) １　取締役の報酬限度額は、平成11年６月29日開催の第54回定時株主総会において年額350百万円以内(ただ

　　し、取締役賞与及び使用人分給与は含まない。)と決議されております。

　　２　監査役の報酬限度額は、平成22年６月25日開催の第65回定時株主総会において年額70百万円以内と決

　　議されております。

　　３　使用人兼務取締役の使用人給与相当額37百万円(基本報酬6名、37百万円)は上記金額には含まれており

　　ません。

　　なお、連結報酬等の総額が１億円以上である者は存在いたしません。

　　４　期末日現在の取締役は12名、監査役は4名であります。

　

　　 (2) 役員報酬等の額の決定に関する方針

　　　　 方針は定めておりません。

　

⑦ 責任限定契約の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責

任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった

職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

　

⑧ 取締役の定数

当社の取締役は、15名以内とする旨定款に定めております。
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⑨ 取締役の選任の決議要件

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨定款に定めております。

　

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に

定めております。

　これは、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑪ 自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を

取得することができる旨定款に定めております。

　これは、経営環境に対応した機動的な資本政策を遂行することを目的とするものであります。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 62 5 61 1

連結子会社 － － － －

計 62 5 61 1

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前連結会計年度)

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、「財務報告に係る内部

統制に関する指導・助言業務」等の委託であります。

　
(当連結会計年度)

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、国際財務報告基準

（IFRS）に関する助言・指導業務等の委託であります。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査時間等を勘案した上定めております。　
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成

21年３月31日まで)及び前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表については、監査法人トーマツにより監査を受け、当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年

３月31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表については、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年

７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 38,955 57,247

受取手形及び売掛金 68,308 69,579

製品 2,321 2,995

仕掛品 4,351 3,229

原材料及び貯蔵品 25,837 18,276

繰延税金資産 2,191 2,119

その他 2,636 2,797

貸倒引当金 △60 △90

流動資産合計 144,543 156,154

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 30,529

※2
 30,923

減価償却累計額 △17,153 △18,190

建物及び構築物（純額） 13,376 12,732

機械装置及び運搬具 ※2
 81,702

※2
 81,465

減価償却累計額 △65,451 △67,667

機械装置及び運搬具（純額） 16,250 13,798

工具、器具及び備品 ※2
 38,766

※2
 39,298

減価償却累計額 △32,151 △33,102

工具、器具及び備品（純額） 6,614 6,196

土地 5,903 5,901

建設仮勘定 457 662

有形固定資産合計 42,602 39,291

無形固定資産 2,684 2,089

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 257

※1
 478

繰延税金資産 438 383

前払年金費用 4,239 3,605

その他 ※1
 626

※1
 809

貸倒引当金 △106 △243

投資その他の資産合計 5,456 5,034

固定資産合計 50,743 46,415

資産合計 195,286 202,570
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 29,111 34,714

短期借入金 7,242 5,675

未払費用 3,118 3,148

未払法人税等 543 281

賞与引当金 1,649 1,630

その他 3,735 4,785

流動負債合計 45,401 50,235

固定負債

繰延税金負債 2,330 2,836

退職給付引当金 839 623

その他 258 257

固定負債合計 3,429 3,717

負債合計 48,830 53,953

純資産の部

株主資本

資本金 39,890 39,890

資本剰余金 43,252 43,252

利益剰余金 75,904 78,745

自己株式 △86 △88

株主資本合計 158,960 161,798

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2 10

為替換算調整勘定 △12,501 △13,191

評価・換算差額等合計 △12,503 △13,181

純資産合計 146,456 148,617

負債純資産合計 195,286 202,570

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 40/101



②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 247,734 207,536

売上原価 ※1
 211,938

※1
 183,847

売上総利益 35,795 23,688

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,107 993

貸倒引当金繰入額 6 175

給料及び賃金 4,083 3,977

賞与引当金繰入額 372 385

退職給付引当金繰入額 489 694

研究開発費 ※1
 3,917

※1
 3,612

減価償却費 296 262

その他 4,808 4,170

販売費及び一般管理費合計 15,083 14,271

営業利益 20,712 9,416

営業外収益

受取利息 322 112

受取ロイヤリティー 107 65

助成金収入 － 80

その他 523 321

営業外収益合計 953 580

営業外費用

支払利息 228 81

固定資産除却損 1,058 591

支払補償費 45 117

為替差損 2,279 449

その他 393 460

営業外費用合計 4,006 1,700

経常利益 17,659 8,295

特別利益

補助金収入 85 18

貸倒引当金戻入額 6 －

特別利益合計 91 18

特別損失

減損損失 ※2
 39 －

固定資産圧縮損 ※3
 33 －

投資有価証券評価損 30 －

特別退職金 872 －

特別損失合計 976 －

税金等調整前当期純利益 16,773 8,314

法人税、住民税及び事業税 5,226 1,792

法人税等調整額 391 620

法人税等合計 5,617 2,413

当期純利益 11,156 5,901
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 39,890 39,890

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 39,890 39,890

資本剰余金

前期末残高 43,252 43,252

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 43,252 43,252

利益剰余金

前期末残高 68,953 75,904

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 167 －

当期変動額

剰余金の配当 △4,373 △3,060

当期純利益 11,156 5,901

当期変動額合計 6,782 2,840

当期末残高 75,904 78,745

自己株式

前期末残高 △67 △86

当期変動額

自己株式の取得 △18 △2

当期変動額合計 △18 △2

当期末残高 △86 △88

株主資本合計

前期末残高 152,028 158,960

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 167 －

当期変動額

剰余金の配当 △4,373 △3,060

当期純利益 11,156 5,901

自己株式の取得 △18 △2

当期変動額合計 6,763 2,838

当期末残高 158,960 161,798
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 0 △2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2 12

当期変動額合計 △2 12

当期末残高 △2 10

為替換算調整勘定

前期末残高 △10,342 △12,501

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,158 △689

当期変動額合計 △2,158 △689

当期末残高 △12,501 △13,191

評価・換算差額等合計

前期末残高 △10,342 △12,503

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,161 △677

当期変動額合計 △2,161 △677

当期末残高 △12,503 △13,181

純資産合計

前期末残高 141,686 146,456

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 167 －

当期変動額

剰余金の配当 △4,373 △3,060

当期純利益 11,156 5,901

自己株式の取得 △18 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,161 △677

当期変動額合計 4,602 2,161

当期末残高 146,456 148,617
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 16,773 8,314

減価償却費 14,031 10,858

減損損失 39 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11 169

退職給付引当金の増減額（△は減少） 479 △204

前払年金費用の増減額（△は増加） △162 634

受取利息及び受取配当金 △323 △114

支払利息 228 81

為替差損益（△は益） △122 △291

固定資産売却損益（△は益） △17 △15

固定資産除却損 1,058 591

固定資産圧縮損 33 －

助成金収入 － △80

補助金収入 △85 △18

投資有価証券売却損益（△は益） 0 －

投資有価証券評価損益（△は益） 30 －

売上債権の増減額（△は増加） 26,115 △1,440

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,257 7,889

仕入債務の増減額（△は減少） △18,260 5,813

未収消費税等の増減額（△は増加） 609 38

未払消費税等の増減額（△は減少） △291 △166

その他の資産の増減額（△は増加） 239 △7

その他の負債の増減額（△は減少） △1,855 694

小計 39,791 32,745

利息及び配当金の受取額 308 113

利息の支払額 △241 △84

助成金の受取額 － 80

補助金の受取額 85 18

法人税等の支払額 △12,492 △2,034

営業活動によるキャッシュ・フロー 27,451 30,839
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △288 △1,256

定期預金の払戻による収入 264 222

有形固定資産の取得による支出 △12,712 △7,537

有形固定資産の売却による収入 372 186

無形固定資産の取得による支出 △765 △471

投資有価証券の取得による支出 － △199

出資金の払込による支出 △66 △44

その他 14 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,180 △9,065

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △2,580 △1,250

自己株式の取得による支出 △18 △2

配当金の支払額 △4,369 △3,058

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,968 △4,310

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,032 △230

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,269 17,232

現金及び現金同等物の期首残高 32,367 38,636

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 38,636

※1
 55,869
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【連結財務諸表作成のための基本となる事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社 15社
　連結子会社の名称は、「第１　企業
の概況 ４ 関係会社の状況」に記載
しているため、省略しております。
　また、前連結会計年度で清算手続中
であったMITSUMI UK LTD.は清算手
続を結了しております。

(1) 連結子会社 15社
　連結子会社の名称は、「第１　企業
の概況 ４ 関係会社の状況」に記載
しているため、省略しております。

　 (2) 非連結子会社の名称等
  株式会社エムジーアイ
MITSUMI REALTY INC.
　上記２社は小規模会社であり、各社
の総資産、売上高、当期純損益及び利
益剰余金(持分に見合う額)等は、い
ずれも連結財務諸表に重要な影響を
及ぼしていないため、連結の範囲か
ら除外しております。

(2) 非連結子会社の名称等
  美賞美電子貿易（上海）有限公司　
株式会社エムジーアイ
MITSUMI REALTY INC.
  上記３社は小規模会社であり、各
社の総資産、売上高、当期純損益及び
利益剰余金(持分に見合う額)等は、
いずれも連結財務諸表に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の範囲
から除外しております。

２　持分法の適用に関する事
項

(1) 持分法適用会社 ２社
　会社等の名称　　　　　　　　　
  感染症診断キット有限責任事業組合
  MITSUMI REALTY INC.
(2) 持分法を適用していない非連結
　　子会社の名称等
株式会社エムジーアイ

 　上記非連結子会社は、当期純損益及
び利益剰余金(持分に見合う額)等に
対する影響が軽微であり、かつ全体と
して重要な影響を及ぼしていないた
め、持分法の適用から除外しておりま
す。

(1) 持分法適用会社 ２社
　会社等の名称　　　　　　　　　
  感染症診断キット有限責任事業組合
 　MITSUMI REALTY INC.
(2) 持分法を適用していない非連結
　　子会社の名称等
　美賞美電子貿易（上海）有限公司　
株式会社エムジーアイ

   上記非連結子会社は、当期純損益及
び利益剰余金(持分に見合う額)等に
対する影響が軽微であり、かつ全体と
して重要な影響を及ぼしていないた
め、持分法の適用から除外しておりま
す。

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

　連結子会社のうち、珠海三美電機有
限公司他３社の決算日は12月31日で
ありますが、連結決算に際しては、連
結決算日で仮決算を行っておりま
す。

    同左

４　会計処理基準に関する事
項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

　 　(イ)有価証券
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　　連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は
全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法に
より算定)

　　　　時価のないもの
　　　　　移動平均法に基づく原価法

(イ)有価証券
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　  同左　

 

 
 

　　　　時価のないもの
　　　　　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 　(ロ)たな卸資産

　　製品、仕掛品：総平均法又は移動平

均法に基づく原価法(貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定)

　　原材料及び貯蔵品：主として最終仕

入原価法に基づく原価法(貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)

(会計方針の変更)

　当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」(企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公表

分)を適用しております。

　この変更による損益への影響は軽

微であります。

(ロ)たな卸資産

　　製品、仕掛品：総平均法又は移動平

均法に基づく原価法(貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定)

　　原材料及び貯蔵品：主として最終仕

入原価法に基づく原価法(貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)

───────────

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　 　(イ)有形固定資産(リース資産を除

く)

　　資産の種類、構造、用途別に見積られ

る耐用年数に基づく定率法によって

おります。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物付属設備

を除く)及び一部の在外連結子会社

は定額法によっております。

　(イ)有形固定資産(リース資産を除

   く)

　 資産の種類、構造、用途別に見積られ

る耐用年数に基づく定率法によって

おります。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物付属設備

を除く)及び一部の在外連結子会社

は定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

　建物・構築物　　　　 15～38年

　機械及び装置　　　　 ５～10年

　工具、器具及び備品　 ２～８年　

　　　　

　  (追加情報)

　法人税法の改正を契機として資産の

利用状況等を見直した結果、有形固定

資産の一部について耐用年数を変更

しております。

　この変更に伴い、当連結会計年度の

営業利益は401百万円、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ

377百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。

　

───────────
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (ロ)無形固定資産(リース資産を除

く)

　資産の種類、用途別に見積られる耐用

年数に基づく定額法によっておりま

す。なお、販売用製品機器組込ソフト

ウェアについては、見込販売可能期間

(３年)に基づく定額法、自社利用のソ

フトウェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

(ハ)リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。なお、平成20年３月31日以前に契

約をした、リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。　　

　(ニ)長期前払費用

定額法によっております。なお、償

却期間は２～５年であります。　　

(ロ)無形固定資産(リース資産を除

く)

　　　同左

　

　

 

　

　

　

　　

(ハ)リース資産

　　　同左

　

　

　

　

 

 

　

　

　　　

(ニ)長期前払費用

　　　同左

　 (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準

　 　(イ)貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、当社は、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及び破産

更生債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。在外連結子会社は、個別

見積りによる回収不能見込額を計上

しております。

　(イ)貸倒引当金

  　　同左

　 　(ロ)賞与引当金

当社及び一部の在外連結子会社は、

従業員に対する賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額のうち当連結会

計年度に対応する金額を引当計上し

ております。

(ロ)賞与引当金

　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 　(ハ)退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

社及び一部の在外連結子会社は当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き退職給付引当金又は前払年金費

用を計上しております。

　　　会計基準変更時差異 (12,579百万

円のうち、退職給付信託設定によ

る償却額2,279百万円を除いた残

額10,300百万円)については、厚生

年金基金の代行返上に伴う償却処

理額を除き15年による按分額を費

用処理しております。

　数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ翌連結会計

年度より費用処理しております。

───────────

(ハ)退職給付引当金

　　同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(会計方針の変更)

　当連結会計年度より、「退職給付に係

る会計基準」の一部訂正(その３)(企業

会計基準第19号　平成20年７月31日)を

適用しております。 

　この変更による損益への影響はありま

せん。
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外連結子会社の資

産及び負債は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて表示

しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

　　同左

　 (5) 重要なヘッジ会計の方法

　(イ)ヘッジ会計の方法

　　　先物為替予約を行っており、為替予

約が付されている外貨建金銭債権

については、振当処理を行ってお

ります。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　(イ)ヘッジ会計の方法

　　同左

　 　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　(ヘッジ手段)　 (ヘッジ対象)

　　　　為替予約　　外貨建金銭債権

　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　同左

　 　(ハ)ヘッジ方針

　　　外貨建取引の為替相場の変動リス

クを回避する目的で為替予約取引

を行っております。

　(ハ)ヘッジ方針

　　同左

　 　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　　　リスク管理方針に従って、為替予約

を振当処理しているため、決算日

における有効性の評価を省略して

おります。

　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　　同左

　 (6) その他の連結財務諸表作成のため

の重要な事項

(6) その他の連結財務諸表作成のため

の重要な事項

　 　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

　　同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

　同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金が可能であり、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

　同左
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【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い)

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算

上必要な修正を行っております。

　この変更による損益への影響は軽微であります。

(リース取引に関する会計基準等)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に

関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月

17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改

正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日

本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30

日改正))を適用し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　この変更による損益への影響は軽微であります。

────────────

 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７

日　内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連

結会計年度において、「たな卸資産」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度から「製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞ

れ5,707百万円、5,114百万円、23,157百万円でありま

す。

────────────
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対する

注記 百万円

投資有価証券(株式)

投資その他の資産・その他
198
117

※１　非連結子会社及び関連会社に対する

注記 百万円

投資有価証券(株式)

投資その他の資産・その他
198
161

※２　国庫補助金等の受入による有形固定資産の圧縮記

帳額

　　 百万円

　建物及び構築物 4

　機械装置及び運搬具 252

　工具、器具及び備品 47

　計 304

※２　国庫補助金等の受入による有形固定資産の圧縮記

帳額

　　 百万円

　建物及び構築物 4

　機械装置及び運搬具 252

　工具、器具及び備品 47

　計 304
　

　

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、16,300百万円であります。

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、14,375百万円であります。

 
※２　当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しており

ます。

場所 用途 種類 金額

マレーシ
ア

遊休
建物及び構築物
土地

　24百万円
　15百万円

合　 計 39百万円

　　    当社グループは、継続的に損益を把握している事

業部または連結子会社を基本単位とし、また遊休

資産及び遊休不動産については個別にグルーピ

ングをしております。

  当連結会計年度においては、遊休資産として今

後の使用見込みがないと認識した建物及び構築

物並びに土地について、帳簿価額を回収可能価額

まで減額しております。

　なお、回収可能価額については正味売却価額を

使用しておりますが、上記資産については鑑定評

価額に基づき算出しております。　

 

 
────────────

 

※３　固定資産圧縮損は、国庫補助金等の受入により取

得価額から直接控除した額であります。

　　 百万円

　建物及び構築物 1

　機械装置及び運搬具 31

　工具、器具及び備品 0

　計 33

 

────────────
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 87,498 ― ― 87,498
　

(変動事由の概要) 

該当事項はありません。

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 31 10 ― 42
　

(変動事由の概要) 

自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 4,373 50平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 3,060 35平成21年３月31日 平成21年６月29日
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 87,498 ─ ─ 87,498
　

(変動事由の概要) 

該当事項はありません。

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 42 1 ─ 43
　

(変動事由の概要) 

自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 3,060 35平成21年３月31日 平成21年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 3,060 35平成22年３月31日 平成22年６月28日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 38,955百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△318

現金及び現金同等物 38,636

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 57,247百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△1,378

現金及び現金同等物 55,869

 

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　 　
機械装置
及び
運搬具

　
工具、器
具及び備
品

　
無形
固定資産

　

合計

 

取得価額
相当額

　
 

百万円

55
　

 

百万円

334
　

 

百万円

55
　

 

百万円

445

減価償却
累計額
相当額

　 18　 172　 39

　

231

期末残高
相当額

　 37　 161　 15
　

214

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

　 　
機械装置
及び
運搬具

　
工具、器
具及び備
品

　
無形
固定資産

　

合計

 

取得価額
相当額

　
 

百万円

55
　

 

百万円

273
　

 

百万円

19
　

 

百万円

348

減価償却
累計額
相当額

　 28　 175　 13

　

216

期末残高
相当額

　 27　 98　 5
　

131

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

百万円

１年以内 82

１年超 131

合計 214

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

百万円

１年以内 60

１年超 70

合計 131

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相当額

百万円

支払リース料 102

減価償却費相当額 102

③　支払リース料及び減価償却費相当額

百万円

支払リース料 83

減価償却費相当額 83

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。
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(金融商品関係)

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
　

(追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　平成20年３月10日)及

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10

日)を適用しております。

　

１.　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、総合電子部品メーカーとしての技術力・開発力・生産力を結集した独創的な

「ものづくり」を目指し、エレクトロニクス発展に貢献するため、事業の拡大及び投資を行っており

ます。そのための必要な短期的な資金は、銀行等金融機関からの借入金、売掛債権流動化、電子ＣＰ発

行により調達し、また長期的な資金は、直接金融市場からの社債発行や銀行などの間接金融市場から

の長期借入金により調達することとしております。デリバティブは、為替相場の変動によるリスクを

回避する目的で利用しており、投機目的に行っておりません。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

預金については、金融機関の信用リスクがあり、営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信

用リスクにさらされております。また、外貨建ての預金や営業債権は為替相場の変動リスクを伴いま

す。 

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、一部には外

貨建て取引のものがあり、為替相場の変動を受けるリスクにさらされております。 

　投資有価証券は価格変動によるリスクにさらされております。 

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、営業業務（管理）規則及び関連下位細則に沿って取引先の契約不履行等に

係るリスク低減を図っております。

　

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に為替の変動状況を把握し、原則として外貨建ての

営業債権に対して営業債務をネットしたポジションについて先物為替予約を利用し為替相場の変動

リスクを回避しております。 

　また、投資有価証券は、四半期ごとに時価を把握し、変動を管理しております。
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③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

年間の資金繰り計画を半期ごとに作成・更新しております。外部調達による資金の必要性がある

場合は、いくつかの調達手段を選択し事前に対応いたします。 

　さらに資金繰り計画と実績の管理を毎月行い、想定外の資金需要に伴う資金不足が見込まれる場合

は、いくつかの短期資金の調達手段（売掛債権流動化、電子ＣＰ、コミットメントライン）を講じて

対応いたします。 

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合は合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

 

(5) 信用リスクの集中

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち56.5%が特定の大口顧客に対するもの

であります。

　

２.　金融商品の時価等に関する事項

平成22年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませ

ん（（注２）を参照ください）。

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 57,247 57,247 ─

(2) 受取手形及び売掛金 69,579 69,579 ─

(3) 投資有価証券 76 76 ─

資産計 126,903 126,903 ─

(1) 支払手形及び買掛金 34,714 34,714 ─

(2) 短期借入金 5,675 5,675 ─

負債計 40,389 40,389 ─

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

　　価額によっております。
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(3) 投資有価証券

　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　　また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、「有価証券関係」注記を参照

　　ください。

　

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

　　価額によっております。

　

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 402

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資

有価証券」には含めておりません。

　

(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

区分
1年以内
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 57,247 ― ― ―

受取手形及び売掛金 69,579 ― ― ―

合計 126,827 ― ― ―
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成21年３月31日)

　

１　時価のある有価証券

その他有価証券

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

　 　 　

株式 ― ― ―

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

　 　 　

株式 58 54 △4

合計 58 54 △4

（注）当連結会計年度において、その他有価証券について30百万円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

0 ― 0

　
３　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　
　

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 202

　

当連結会計年度(平成22年３月31日)

　
１　その他有価証券

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの)

　 　 　

株式 27 49 21

(連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの)

　 　 　

株式 30 26 △4

合計 58 76 17

　
２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　　　該当事項はありません。

　
　

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 59/101



(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容及び利用目的等

　　　　当社グループは通常の営業過程における輸出取引により発生する為替相場の変動リスクを

回避する目的で、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

　　(イ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　(ヘッジ手段)　　(ヘッジ対象)

　　　　　　為替予約　　 外貨建金銭債権

　　(ロ)ヘッジ方針

　　　　　外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

　　(ハ)ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　リスク管理方針に従って、為替予約を振当処理しているため、決算日における有効性の評

価を省略しております。

　(2) 取引に対する取組方針

　　　　当社グループの先物為替予約取引の限度額は、外貨建金銭債権の範囲で行うこととし、投機

目的によるデリバティブ取引は行わない方針であります。

　(3) 取引に係るリスク内容

　　　　当社グループの利用している先物為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有してお

ります。

　なお、当社グループの先物為替予約取引は全て為替相場の変動に対してリスクヘッジが

目的であり、契約先はいずれも信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履行に

よる信用リスクはほとんどないと判断しております。

　(4) 取引に係るリスク管理体制

　　　　当社グループの先物為替予約取引は契約内容等について担当役員の承認を受けた後、資金

担当部門が実行及び管理業務を行っております。

　資金担当部門は月毎の定例取締役会に先物為替予約取引を含んだ財務報告をしており

ます。

　

２　取引の時価等に関する事項

該当事項はありません。

　　なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の企業年金基金制度を有しております。また、一部の海外子会社において退職一時金

制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項

　 　 (百万円)

イ 退職給付債務 △25,019

ロ 年金資産 17,676

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △7,342

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 2,197

ホ 未認識数理計算上の差異 8,545

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) 3,399

ト 前払年金費用 4,239

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △839

　

３　退職給付費用に関する事項

　 　 (百万円)

イ 勤務費用 1,515

ロ 利息費用 654

ハ 期待運用収益 △618

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 366

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 855

へ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 2,774

　（注）上記退職給付費用以外に、特別退職金872百万円を特別損失として計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主に2.5％

ハ 期待運用収益率 主に3.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 15年
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の企業年金基金制度を有しております。また、一部の海外子会社において退職一時金

制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項

　 　 (百万円)

イ 退職給付債務 △25,309

ロ 年金資産 21,225

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △4,083

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 1,830

ホ 未認識数理計算上の差異 5,234

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) 2,982

ト 前払年金費用 3,605

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △623

　

３　退職給付費用に関する事項

　 　 (百万円)

イ 勤務費用 1,517

ロ 利息費用 627

ハ 期待運用収益 △340

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 366

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 1,316

へ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 3,486

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主に2.5％

ハ 期待運用収益率 主に2.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 15年

　
　

次へ
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
(1) 流動資産及び流動負債の部 百万円

繰延税金資産 　
　賞与引当金 612
　棚卸資産評価損 362
　外国法人税額 164
　未払費用 183
　固定資産除却損 148
　その他 745
繰延税金資産小計 2,217
評価性引当額 △3
差引繰延税金資産 2,214
繰延税金負債との相殺 △22
繰延税金資産の純額 2,191
　 　

　 　

繰延税金負債 　

　固定資産圧縮積立金 △22

繰延税金負債合計 △22

繰延税金資産との相殺 22

繰延税金負債の純額 ―

　 　

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
(1) 流動資産及び流動負債の部 百万円

繰延税金資産 　
　賞与引当金 625
　棚卸資産評価損 284
　外国法人税額 187
　未払費用 350
　固定資産除却損 18
　その他 674
繰延税金資産小計 2,142
評価性引当額 △2
差引繰延税金資産 2,139
繰延税金負債との相殺 △20
繰延税金資産の純額 2,119
　 　

　 　

繰延税金負債 　

　固定資産圧縮積立金 △20

　その他 △0

繰延税金負債合計 △20

繰延税金資産との相殺 20

繰延税金負債の純額 △0

　 　

 
(2) 固定資産及び固定負債の部 百万円

繰延税金資産 　
　減損損失 259
　繰越欠損金 320
　減価償却費 554
　退職給付引当金 193
　その他 758
繰延税金資産小計 2,087
評価性引当額 △692
差引繰延税金資産 1,395
繰延税金負債との相殺 △956
繰延税金資産の純額 438

　
　  

繰延税金負債 　
　子会社留保利益に係わる
　税効果

△1,016

　固定資産圧縮積立金 △267
　子会社株式評価損 △210
　前払年金費用 △1,725
　その他 △66
繰延税金負債合計 △3,287
繰延税金資産との相殺 956
繰延税金負債の純額 △2,330

　

(2) 固定資産及び固定負債の部 百万円
繰延税金資産 　
　減損損失 181
　繰越欠損金 306
　減価償却費 537
　退職給付引当金 111
　その他 712
繰延税金資産小計 1,849
評価性引当額 △786
差引繰延税金資産 1,063
繰延税金負債との相殺 △679
繰延税金資産の純額 383

　
　  

繰延税金負債 　
　子会社留保利益に係わる
　税効果

△1,584

　固定資産圧縮積立金 △247
　子会社株式評価損 △203
　前払年金費用 △1,467
　その他 △12
繰延税金負債合計 △3,515
繰延税金資産との相殺 679
繰延税金負債の純額 △2,836
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　 前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3

評価性引当額 0.4

連結子会社留保利益に係る税効果 △5.7

連結子会社実効税率差額 △3.2

法人税特別控除額 △1.2

その他 2.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.5％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

評価性引当額 1.6

連結子会社留保利益に係る税効果 6.8

連結子会社実効税率差額 △16.5

法人税特別控除額 △2.2

その他 △1.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.0％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当社グループは、電気、通信機器の部品の製造販売を主要事業としており、当連結会計年度及び前

連結会計年度共に当該セグメント以外に開示基準に該当するセグメントはありません。このため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

160,80883,2332,198 1,494247,734 ― 247,734

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

72,066136,088 36 300 208,491(208,491)―

計 232,874219,3212,234 1,794456,225(208,491)247,734

　　営業費用 217,916214,1482,226 1,873436,165(209,143)227,021

　　 営業利益又は
　　 営業損失(△)

14,9585,173 7 △79 20,059 652 20,712

Ⅱ　資産 178,10462,4051,197 1,874243,582(48,295)195,286

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、台湾、韓国、フィリピン

(2) 欧　州……ドイツ

(3) 北　米……米国

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は24,657百万円であり、その主なものは、当社での余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

４　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正を契機として資産の利

用状況等を見直した結果、有形固定資産の一部について耐用年数を変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の「日本」の営業費用は401百万円増加し、営業

利益は同額減少しております。
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

128,65975,9962,107 772 207,536 ─ 207,536

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

65,192109,173 36 453 174,855(174,855)─

計 193,851185,1702,143 1,226382,391(174,855)207,536

　　営業費用 191,924177,6942,054 1,203372,876(174,756)198,119

　　 営業利益 1,927 7,475 89 23 9,515 (98) 9,416

Ⅱ　資産 177,98570,1561,467 1,821251,430(48,860)202,570

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、台湾、韓国、フィリピン

(2) 欧　州……ドイツ

(3) 北　米……米国

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は33,966百万円であり、その主なものは、当社での余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　 アジア 欧州 北米 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 88,001 6,517 1,842 96,362

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 247,734

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

35.5 2.6 0.8 38.9

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、台湾、韓国、フィリピン

(2) 欧　州……ドイツ

(3) 北　米……米国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　 アジア 欧州 北米 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 79,883 4,920 913 85,717

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 207,536

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

38.5 2.4 0.4 41.3

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、台湾、韓国、フィリピン

(2) 欧　州……ドイツ

(3) 北　米……米国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　(追加情報)

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準委員

会　企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　企業

会計基準適用指針第13号)を適用しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等

N e t p l a n
E x h i b i t
Services. Inc.

米国 ―

展 示 会 の
ブースのデ
ザイン及び
施工

　 ―

展 示 会 の
ブースのデ
ザイン及び
施工の委託

展示会の
ブースのデ
ザイン及び
施工

11 ― ―

(注) １　代表取締役社長　森部茂の近親者が議決権の100%を直接保有しております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 取引価格については、市場価格に基づき、交渉の上、決定しております。

(2) 取引金額には消費税等は含まれておりません。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

    該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,674.63円１株当たり純資産額 1,699.37円

１株当たり当期純利益金額 127.55円１株当たり当期純利益金額 67.48円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

　同左

(注)　算定上の基礎

１株当たり当期純利益金額

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益(百万円) 11,156 5,901

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式に係る当期純利益(百万円) 11,156 5,901

普通株式の期中平均株式数(千株) 87,461 87,455

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

　

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 5,992 5,675 0.7 ―

１年内返済予定の長期借入金 1,250 ― ― ―

１年内返済予定のリース債務 ― ― 　― ―

長期借入金(１年内返済予定のも
のを除く)

― ― ― ―

リース債務(１年内返済予定のも
のを除く)

― ― 　― ―

その他有利子負債 ― ― 　― ―

合計 7,242 5,675 ― ―

(注)　「平均利率」につきましては、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報

　

　
第１四半期

(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

第２四半期
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

第３四半期
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

第４四半期
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 (百万円) 47,103 55,581 60,237 44,614

税金等調整前四半期
純利益又は四半期純
損失(△)

(百万円) 1,911 3,321 4,190 △1,109

四半期純利益又は

四半期純損失(△)
(百万円) 1,224 2,284 2,725 △332

１株当たり
四半期純利益金額又
は四半期純損失金額
(△)

(円) 14.00 26.12 31.16 △3.80
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 24,174 33,115

受取手形 722 410

売掛金 ※1
 66,116

※1
 67,682

材料支給債権 ※1
 6,047

※1
 6,025

商品及び製品 1,100 1,130

仕掛品 3,867 2,708

原材料及び貯蔵品 18,800 13,635

前払費用 43 118

繰延税金資産 1,990 1,911

未収入金 615 1,382

その他 23 28

貸倒引当金 △21 △49

流動資産合計 123,479 128,101

固定資産

有形固定資産

建物 ※2
 17,406

※2
 17,912

減価償却累計額 △9,911 △10,391

建物（純額） 7,495 7,521

構築物 1,199 1,218

減価償却累計額 △739 △801

構築物（純額） 459 416

機械及び装置 ※2
 60,995

※2
 61,211

減価償却累計額 △51,027 △53,133

機械及び装置（純額） 9,967 8,078

車両運搬具 ※2
 537

※2
 520

減価償却累計額 △422 △443

車両運搬具（純額） 114 77

工具、器具及び備品 ※2
 27,288

※2
 27,755

減価償却累計額 △23,622 △24,276

工具、器具及び備品（純額） 3,666 3,479

土地 5,489 5,485

建設仮勘定 192 238

有形固定資産合計 27,384 25,296

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 71/101



(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

無形固定資産

特許権 3 1

ソフトウエア 2,063 1,477

施設利用権 19 16

電話加入権 30 30

無形固定資産合計 2,116 1,526

投資その他の資産

投資有価証券 58 280

関係会社株式 19,458 19,458

関係会社出資金 15,618 15,657

長期前払費用 92 124

前払年金費用 4,239 3,605

その他 246 385

貸倒引当金 △106 △243

投資その他の資産合計 39,607 39,268

固定資産合計 69,109 66,092

資産合計 192,589 194,193

負債の部

流動負債

支払手形 1,838 1,978

買掛金 ※1
 30,720

※1
 34,113

短期借入金 5,992 5,675

1年内返済予定の長期借入金 1,250 －

未払金 1,467 1,899

未払費用 2,146 2,472

未払法人税等 244 39

賞与引当金 1,505 1,501

設備関係支払手形 276 677

その他 834 715

流動負債合計 46,276 49,073

固定負債

繰延税金負債 1,309 1,246

その他 258 257

固定負債合計 1,568 1,504

負債合計 47,844 50,577
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 39,890 39,890

資本剰余金

資本準備金 42,250 42,250

資本剰余金合計 42,250 42,250

利益剰余金

利益準備金 1,505 1,505

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 423 387

固定資産圧縮特別勘定積立金 90 －

繰越利益剰余金 60,674 59,661

利益剰余金合計 62,693 61,554

自己株式 △86 △88

株主資本合計 144,747 143,606

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2 10

評価・換算差額等合計 △2 10

純資産合計 144,745 143,616

負債純資産合計 192,589 194,193
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

売上高

商品及び製品売上高 238,410 198,233

売上高合計 ※1
 238,410

※1
 198,233

売上原価

商品及び製品期首たな卸高 1,885 1,100

当期商品仕入高 5,013 2,848

当期製品製造原価 ※3
 201,580

※3
 178,317

合計 208,478 182,267

商品及び製品期末たな卸高 1,100 1,130

売上原価合計 ※2
 207,378

※2
 181,136

売上総利益 31,031 17,097

販売費及び一般管理費

販売手数料 457 541

運賃及び荷造費 988 896

広告宣伝費 345 414

貸倒引当金繰入額 － 171

役員報酬 294 296

従業員給料 2,733 2,833

従業員賞与 698 595

賞与引当金繰入額 372 385

退職給付引当金繰入額 489 694

福利厚生費 713 721

賃借料 177 170

租税公課 39 38

旅費及び交通費 569 453

交際費 82 59

通信費 151 127

研究開発費 ※3
 3,920

※3
 3,617

減価償却費 243 230

支払手数料 985 537

雑費 895 774

販売費及び一般管理費合計 14,158 13,561
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

営業利益 16,872 3,535

営業外収益

受取利息 54 8

受取配当金 ※4
 83 1

受取ロイヤリティー 107 65

雑収入 169 173

営業外収益合計 415 248

営業外費用

支払利息 218 67

固定資産除却損 698 346

支払補償費 － 116

為替差損 2,375 35

雑損失 389 343

営業外費用合計 3,682 909

経常利益 13,605 2,874

特別利益

補助金収入 85 18

貸倒引当金戻入額 6 －

特別利益合計 91 18

特別損失

固定資産圧縮損 ※5
 33 －

投資有価証券評価損 30 －

特別損失合計 64 －

税引前当期純利益 13,632 2,893

法人税、住民税及び事業税 4,469 964

法人税等調整額 1,089 6

法人税等合計 5,559 971

当期純利益 8,073 1,922
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 　 142,02470.5　 125,88970.9

Ⅱ　労務費 　 　 17,875 8.9　 17,403 9.8

Ⅲ　経費 　 　 　 　 　 　 　

外注加工費 　 13,805　 　 12,124　 　

特許権使用料 　 178　 　 443　 　

減価償却費 　 9,546　 　 6,935　 　

その他 　 18,109 41,639 20.6 14,648 34,152 19.3

当期総製造費用 　 　 201,538100.0　 177,444100.0

仕掛品期首たな
卸高

　 　 4,305　 　 3,867　

　　合計 　 　 205,844　 　 181,312　

仕掛品期末たな
卸高

　 　 3,867　 　 2,708　

他勘定振替高 ※１ 　 397　 　 285　

当期製品製造原価 　 　 201,580　 　 178,317　

(注) ※１　主として社内製作設備への振替高であります。

　２　原価計算の方法は、実際原価に基づく製品別総合原価計算を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 39,890 39,890

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 39,890 39,890

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 42,250 42,250

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 42,250 42,250

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,505 1,505

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,505 1,505

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 421 423

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 38 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △36 △35

当期変動額合計 1 △35

当期末残高 423 387

固定資産圧縮特別勘定積立金

前期末残高 128 90

当期変動額

固定資産圧縮特別勘定積立金の取
崩

△38 △90

当期変動額合計 △38 △90

当期末残高 90 －

繰越利益剰余金

前期末残高 56,938 60,674

当期変動額

剰余金の配当 △4,373 △3,060

固定資産圧縮積立金の積立 △38 －

固定資産圧縮積立金の取崩 36 35

固定資産圧縮特別勘定積立金の取
崩

38 90

当期純利益 8,073 1,922

当期変動額合計 3,736 △1,013

当期末残高 60,674 59,661
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 58,993 62,693

当期変動額

剰余金の配当 △4,373 △3,060

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 － －

当期純利益 8,073 1,922

当期変動額合計 3,699 △1,138

当期末残高 62,693 61,554

自己株式

前期末残高 △67 △86

当期変動額

自己株式の取得 △18 △2

当期変動額合計 △18 △2

当期末残高 △86 △88

株主資本合計

前期末残高 141,066 144,747

当期変動額

剰余金の配当 △4,373 △3,060

当期純利益 8,073 1,922

自己株式の取得 △18 △2

当期変動額合計 3,680 △1,141

当期末残高 144,747 143,606

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △15 △2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

12 12

当期変動額合計 12 12

当期末残高 △2 10

純資産合計

前期末残高 141,051 144,745

当期変動額

剰余金の配当 △4,373 △3,060

当期純利益 8,073 1,922

自己株式の取得 △18 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12 12

当期変動額合計 3,693 △1,128

当期末残高 144,745 143,616
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【重要な会計方針】

　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法に基づく原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　　時価のあるもの：決算期末日の市場

価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により

算定)

　　時価のないもの：移動平均法に基づ

く原価法

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

 

 

時価のないもの

　　同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

　　移動平均法に基づく原価法(貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定) 

(2) 製品、仕掛品

　　総平均法に基づく原価法(貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定) 

(3) 原材料及び貯蔵品

　　主として最終仕入原価法に基づく原

価法(貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定) 

(会計方針の変更)

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」(企業会計基準第９

号　平成18年７月５日公表分)を適用し

ております。

　この変更による損益への影響は軽微

であります。

(1) 商品

　　同左　　　

　

　

(2) 製品、仕掛品

　　同左　　　

　

　

(3) 原材料及び貯蔵品

　　同左　　

 

　　

　　　　――――――――

 

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　 　資産の種類、構造、用途別に見積ら

れる耐用年数に基づく定率法に

よっております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法によって

おります。

　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物・構築物 15～38年

機械及び装置 ５～８年

工具、器具及び備品 ２～８年

(1)有形固定資産(リース資産を除く)

　 　同左

　 　
　 　
　 　

　 （追加情報）

　　当事業年度より、法人税法の改正

を契機として資産の利用状況等を

見直した結果、有形固定資産の一

部について耐用年数を変更してお

ります。

　当該変更に伴う損益に与える影

響は、営業利益が401百万円、経常

利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ377百万円減少しております。

　

 
　　　　――――――――
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　　　資産の種類、用途別に見積られる耐

用年数に基づく定額法によってお

ります。

　なお、販売用製品機器組込ソフト

ウェアについては、見込販売可能

期間（３年）に基づく定額法、自

社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によって

おります。

(2)無形固定資産(リース資産を除く)

　　同左

　 (3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。なお、平成20年３月31日以

前に契約をした、リース物件の所

有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(4) 長期前払費用

　　  定額法によっております。　

  なお、償却期間は２～５年であ

ります。　

(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産 

　同左　

　

　

　

　

　

　

　

　

(4) 長期前払費用

　　同左

  

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

　　同左
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及び

破産更生債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

　　同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支出に備

えるため、賞与支給見込額のうち

当期に対応する金額を引当計上し

ております。

(2) 賞与引当金

　　同左

　 (3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、期

末日における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　　なお、当事業年度末においては、投

資その他の資産に「前払年金費

用」を計上しております。

　 　 会計基準変更時差異(12,579百万

円のうち、退職給付信託設定によ

る償却額2,279百万円を除いた残

額10,300百万円)については、厚生

年金基金の代行返上に伴う償却処

理額を除き15年による按分額を費

用処理しております。

　　　数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による

按分額をそれぞれ翌期より費用処

理しております。

　　　　――――――――

(3) 退職給付引当金

　　同左　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(会計方針の変更)

　当事業年度より、「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）(企業

会計基準第19号　平成20年７月31日)を

適用しております。

　この変更による損益への影響はあり

ません。
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

６　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　　先物為替予約を行っており、為替予

約が付されている外貨建金銭債権

については、振当処理を行ってお

ります。

(1) ヘッジ会計の方法

　　同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)(ヘッジ対象)

為替予約 外貨建金銭債権

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3) ヘッジ方針

　　　外貨建取引の為替相場の変動リス

クを回避する目的で為替予約取引

を行っております。

(3) ヘッジ方針

　　同左

　

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　リスク管理方針に従って、為替予約

を振当処理しているため、決算日

における有効性の評価を省略して

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
　　同左

７　その他の財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

　 同左

　

【会計方針の変更】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　(リース取引に関する会計基準等)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引

に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年

６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30

日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月

18日(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19

年３月30日改正))を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　この変更による損益への影響は軽微であります。

　　　　　　――――――――――

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

前事業年度において、販売費及び一般管理費の「雑費」

に含めて表示していた支払手数料（前事業年度898百万

円）については、販売費及び一般管理費の総額の百分の

五を超えたため、当事業年度より区分掲記しておりま

す。

前事業年度において、営業外費用の「雑損失」に含めて

表示していた支払補償費（前事業年度199百万円）につ

いては、営業外費用の総額の百分の十を超えたため、当

事業年度より区分掲記しております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

※１　関係会社に対する主な資産・負債
　区分掲記した以外で各科目に含まれているもの
は次のとおりであります。

百万円

売掛金 231

材料支給債権 5,077

買掛金 8,542

※１　関係会社に対する主な資産・負債
　区分掲記した以外で各科目に含まれているもの
は次のとおりであります。

百万円

売掛金 448

材料支給債権 4,887

買掛金 8,009
※２　国庫補助金等の受入による有形固定資産の圧縮記

帳額
百万円

建物 4

機械及び装置 243

車両運搬具 8
工具、器具及び備品 47

計 304

※２　国庫補助金等の受入による有形固定資産の圧縮記
帳額

百万円

建物 4

機械及び装置 243

車両運搬具 8
工具、器具及び備品 47

計 304

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　売上高には関係会社への売上高3,725百万円が含ま

れております。

※１　売上高には関係会社への売上高2,951百万円が含ま

れております。

※２  売上原価には関係会社からの仕入高140,819百万

円が含まれております。

※２  売上原価には関係会社からの仕入高110,141百万

円が含まれております。

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、16,303百万円であります。

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、14,380百万円であります。

※４　受取配当金には関係会社からの受取配当金81百万

円が含まれております。

　　　　　　　――――――――――

※５　固定資産圧縮損は、国庫補助金等の受入により取得

価額から直接控除した額であります。
百万円

建物 1
機械及び装置 31
工具、器具及び備品 0
計 33

　　　　　　　――――――――――
 

　 　
　 　
　 　
　 　

　

(株主資本等変動計算書関係)

　
前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 31 10 － 42
　

(変動事由の概要) 

 自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
　

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 42 1 － 43
　

(変動事由の概要) 

 自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　 　

機械
及
び装
置

　
車両
運搬
具

　 工具、
器具
及び
備品

　 ソフ
ト
ウェ
ア

　 合計

 

取得価
額
相当額

　 51　 4

　

334

　

55　

百万円

445

　

減価償却
累
計額相当
額

17　 1

　

172

　

39

　

231

　

期末残
高
相当額

　 34　 3
　

161
　

15
　

214

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　 　

機械
及
び装
置

　
車両
運搬
具

　 工具、
器具
及び
備品

　 ソフ
ト
ウェ
ア

　 合計

 

取得価
額
相当額

　 51　 4

　

273

　

19　

百万円

348

　

減価償却
累
計額相当
額

26　 2

　

175

　

13

　

216

　

期末残
高
相当額

　 25　 2
　

98
　

5
　

131

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額
百万円

１年以内 82

１年超 131

合計 214

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

②　未経過リース料期末残高相当額
百万円

１年以内 60

１年超 70

合計 131

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

③　支払リース料及び減価償却費相当額
百万円

支払リース料 102

減価償却費相当額 102

③　支払リース料及び減価償却費相当額
百万円

支払リース料 83

減価償却費相当額 83

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　

(有価証券関係)

　

前事業年度(平成21年３月31日現在)

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当事業年度(平成22年３月31日現在)

子会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式19,458百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが困難と認められることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1) 流動資産の部 　
　　　繰延税金資産 百万円

　　　　賞与引当金 612

　　　　棚卸資産評価損 360

　　　　未払費用

　　　　外国法人税額

183

164

固定資産除却損 148

　　　　その他 546

　　　繰延税金資産小計 2,016

　　　評価性引当額 △3

差引繰延税金資産 2,013

繰延税金負債との相殺 △22

繰延税金資産の純額 1,990

　 　
繰延税金負債 　
　固定資産圧縮積立金 △22

繰延税金負債合計 △22

繰延税金資産との相殺 22

繰延税金負債の純額 －

　 　
(2) 固定負債の部 　
　　　繰延税金資産 百万円

　　　　減価償却費 501

　　　　減損損失 249

　　　　その他 707

　　　繰延税金資産小計 1,459

　　　評価性引当額 △503

　　　差引繰延税金資産 956

　　　繰延税金負債との相殺 △956

　　　繰延税金資産の純額 －

　 　
　　　繰延税金負債 　
　　　　前払年金費用 △1,725

　　　　固定資産圧縮積立金 △267

　　　　子会社株式評価損 △210

　　　　その他 △61

　　　繰延税金負債合計 △2,265

　　　繰延税金資産との相殺 956

　　　繰延税金負債の純額 △1,309
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1) 流動資産の部 　
　　　繰延税金資産 百万円

　　　　賞与引当金 611

　　　　棚卸資産評価損 284

　　　　未払費用

　　　　外国法人税額

348

187

固定資産除却損 18

　　　　その他 483

　　　繰延税金資産小計 1,934

　　　評価性引当額 △2

差引繰延税金資産 1,931

繰延税金負債との相殺 △20

繰延税金資産の純額 1,911

　 　
繰延税金負債 　
　固定資産圧縮積立金 △20

繰延税金負債合計 △20

繰延税金資産との相殺 20

繰延税金負債の純額 －

　 　
(2) 固定負債の部 　
　　　繰延税金資産 百万円

　　　　減価償却費 586

　　　　減損損失 181

　　　　その他 455

　　　繰延税金資産小計 1,223

　　　評価性引当額 △544

　　　差引繰延税金資産 679

　　　繰延税金負債との相殺 △679

　　　繰延税金資産の純額 －

　 　
　　　繰延税金負債 　
　　　　前払年金費用 △1,467

　　　　固定資産圧縮積立金 △247

　　　　子会社株式評価損 △203

　　　　その他 △7

　　　繰延税金負債合計 △1,925

　　　繰延税金資産との相殺 679

　　　繰延税金負債の純額 △1,246
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　 前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しております。
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

％

法定実効税率 40.7

(調整) 　
交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.0

評価性引当額 1.4

法人税特別控除額 △6.4

過年度法人税等戻入額 △3.1

その他 △0.0
税効果会計適用後の
法人税等の負担率

33.5

 

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,655.06円 1,642.18円

１株当たり当期純利益金額 92.30円 21.98円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

　なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、潜在株式
が存在しないため記載しておりませ
ん。

　同左
 

 

(注)　算定上の基礎

 　 　１株当たり当期純利益金額

　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益(百万円) 8,073 1,922

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 8,073 1,922

普通株式の期中平均株式数(千株) 87,461 87,455

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により、記

載を省略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引
当期末残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 17,406 626 120 17,91210,391 593 7,521

　構築物 1,199 20 1 1,218 801 63 416

　機械及び装置 60,9952,058 1,84161,21153,1333,559 8,078

　車両運搬具 537 6 23 520 443 44 77

　工具、器具及び備品 27,2882,501 2,03427,75524,2762,484 3,479

　土地 5,489 3 6 5,485 － － 5,485

　建設仮勘定 192 217 171 238 － － 238

有形固定資産計 113,1075,434 4,200114,34289,0456,74725,296

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　特許権 14 － － 14 13 1 1

　ソフトウェア 3,831 389 147 4,074 2,596 828 1,477

　施設利用権 39 － － 39 22 2 16

　電話加入権 30 － － 30 － － 30

無形固定資産計 3,915 389 147 4,158 2,632 832 1,526

長期前払費用 653 295 404 544 419 162 124

(注)　１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　 　機械及び装置　　　　　　厚木事業所　　　　　  724百万円

　　　　 　　　　　　　　　　　　　山形事業所　　　　　  427百万円

　　　　 　工具、器具及び備品　　　要素部品事業本部　　  946百万円

　　　　 　　　　　　　　　　　　　厚木事業所　　　　　  724百万円

　　　２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　 　機械及び装置　　　　　　山形事業所　　　　　1,019百万円

　　　　 　　　　　　　　　　　　　九州事業所　　　　　  421百万円

　　　　 　工具、器具及び備品　　　山形事業所　　　　　  836百万円

　　　　 　　　　　　　　　　　　　九州事業所　　　　　  420百万円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 127 186 － 21 292

賞与引当金 1,505 1,501 1,505 － 1,501

(注)　貸倒引当金の当期減少額(その他)は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ)現金及び預金

　

項目 金額(百万円) 項目 金額(百万円)

現金 2 預金
 

　 　 当座預金 26,759

　 　 普通預金 4,015

　 　 定期預金 2,335

　 　 別段預金 1

　 　 小計 33,112

　 　 合計 33,115

　

(ロ)受取手形

(A) 取引先別内訳

　

取引先 金額(百万円) 取引先 金額(百万円)

三洋ジーエスソフトエナジー㈱ 227 ㈱タカチホ 18

三洋電波工業㈱ 34 ㈱南信精機製作所 17

原田工業㈱ 20 その他 91

　 　 合計 410

　

(B) 期日別内訳

　

期日
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 計

金額
(百万円)

117 98 78 76 40 410

　

(ハ)売掛金

(A) 取引先別内訳

　

取引先 金額(百万円) 取引先 金額(百万円)

任天堂㈱ 39,292㈱グリーン電子 1,064

シャープ㈱ 4,386 岩手東芝エレクトロニクス㈱ 1,036

FUTAIHUA 1,849 その他 20,053

　 　 合計 67,682
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(B) 回収及び滞留状況

　

区分

前期末残高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
　 (Ａ)＋(Ｄ)　
　 ２ 　
　 (Ｂ) 　
　 365 　

売掛金 66,116 305,613304,047 67,682 81.8 79.9

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記には消費税等が含まれております。

　

(ニ)材料支給債権

　

区分 部品加工業者 製品組立業者 計

金額(百万円) 168 5,856 6,025

　

(ホ)たな卸資産

　

品名
商品及び製品
(百万円)

仕掛品
(百万円)

原材料及び貯蔵品
(百万円)

計(百万円)

半導体デバイス 123 1,206 1,702 3,033

光デバイス 35 57 730 823

機構部品 524 405 8,632 9,561

高周波部品 135 129 1,999 2,263

電源部品 144 830 190 1,164

情報通信機器 167 79 363 610

その他 － － 17 17

計 1,130 2,708 13,635 17,474

　

(ヘ)関係会社株式

　

区分 金額(百万円)

連結子会社株式 19,259

非連結子会社株式 198

合計 19,458

　

(ト)関係会社出資金

　

区分 金額(百万円)

連結子会社出資金 15,618

非連結子会社出資金 39

合計 15,657
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②　負債の部

(イ)支払手形

(A) 支払先別内訳

　

取引先 金額(百万円) 取引先 金額(百万円)

日本エレクトロニクス㈱ 378 ㈱カーマン 85

アオイ電子㈱ 333 ㈱メイコー 65

吉田テクノワークス㈱ 168 その他 946

　 　 合計 1,978

　

(B) 期日別内訳

　

期日
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 計

金額(百万円) 526 539 443 468 1,978

　

(ロ)買掛金

　

取引先 金額(百万円) 取引先 金額(百万円)

任天堂㈱ 6,133 タイヘイ電子㈱ 1,380

青島三美電機有限公司 3,039 ㈱トーメンエレクトロニクス 1,343

珠海三美電機有限公司 1,640 その他 20,575

　 　 合計 34,113
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(3) 【その他】

特記事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

　電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公
告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
　なお、電子公告は、当社ホームページに掲載しており、そのアドレスはつぎのとおりで
す。
  http://www.mitsumi.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 
 

 

有価証券報告書
及びその添付書類、
有価証券報告書の確
認書

事業年度
(第64期)
 
 

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

 
 

　

平成21年６月29日
関東財務局長に提出
 
 

　 　 　 　 　 　
　

(2) 内部統制報告書
事業年度
(第64期)

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

　
平成21年６月29日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

(3) 
四半期報告書、
四半期報告書の確認書

第65期
第１四半期

自　平成21年４月１日 
至　平成21年６月30日

　
平成21年８月12日
関東財務局長に提出

　

　 　 　 　 　 　

 　
第65期 
第２四半期

自　平成21年７月１日 
至　平成21年９月30日

　
平成21年11月12日 
関東財務局長に提出

　

　 　 　 　 　 　

 　
第65期 
第３四半期

自　平成21年10月１日 
至　平成21年12月31日

　
平成22年２月12日 
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月26日
　

ミツミ電機株式会社

取締役会　御中

　

　

監査法人　トーマツ 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　桃　　崎　　有　　治　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているミツミ電機株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ミツミ電機株式会社及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ミツミ電機株式

会社の平成２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備

及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載

を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、ミツミ電機株式会社が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　 ２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成22年６月25日
　

ミツミ電機株式会社

取締役会　御中

　

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　國　　井　　泰　　成　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているミツミ電機株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ミツミ電機株式会社及び連結子会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ミツミ電機株式

会社の平成２２年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備

及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載

を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、ミツミ電機株式会社が平成２２年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　 ２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月26日
　

ミツミ電機株式会社

取締役会　御中

　

　

監査法人　トーマツ 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　桃　　崎　　有　　治　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているミツミ電機株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第６４期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ミツミ電機株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　 ２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成22年６月25日
　

ミツミ電機株式会社

取締役会　御中

　

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　國　　井　　泰　　成　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているミツミ電機株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第６５期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ミツミ電機株式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　 ２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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